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春 喜 多

人 間性 に根差 した システム

思考が必要

東京電力㈱

理事 窪 田 芳 夫

夢一杯 の新 入社員 の頃,た また ま,米 国の ビジネ

ス雑 誌に電子計 算機 の記事 があ り,早 速会社 に導 入

を提案 したのが切 っ掛 けで この道 に飛び込 む ことに

なって しまい,そ れか ら35年 とい う長い間,ほ ぼ コ

ンピューター筋の人生 を歩んで しまった。

その 当時は コンピュ ータの運転や,シ ステム開発

では,絶 えず期 限 との闘 いであ った と苦い思い出が

ある。 しか し,仕 事 その ものは変化が激 しく,絶 え

ず勉強 に追 われて いたの で,そ れ な りに結構楽 しい

毎 日であった。

その後,コ ン ピュータ技術 は通信技術 と融合 し,

飛躍 的に進 歩 し,当 時 としては,今 日のこの状況 は

想像 す ら出来なか った。

部 門別 の省力化や最適化 を狙 いに,メ インフ レー

ム を中心に業務 の近代化 に貢献 して来 たシステム化

が,こ こへ 来て大 きな変化 を見せ始め てい る。部 門

間連携やEDIの 導入 など企業 間連携 による一層の効

率化が大 きな話題 とな り,コ ンピュ ータが本 当に社

会や産業に根付 いて来た とい う感が深 くなって来た。

しか し,日 本人の真面 目さ と厳密 さで開発 して来

た今 までの システムは重層化,硬 直化 してお り,ネ

ッ トワー クとそれ に繋が るパ ーソナ ル ・コンピュー

タを駆使 してのダウンサ イジング も真価 を発揮す る

システムには中々な りえていない ようだ。

伝統的な情報 システム部 門の専門家には,シ ステ

ムあ りきの発想が根 強 くあるよ うで,コ ンピュー タ

によって抜本的に仕事 の流れを変 え,必 要 な情報 を

必要 な箇所 に迅速に伝達 して行 く環境 を整 えるとい

う,こ れか ら求め られ るシステムの理想像 には程 遠

い感 じが してならない。人間性 に根差 したシステム

思考 がやや二の次 になってい る感 が深 い。

最近 の傾 向 として,中 堅企業の方が優 れた実務 に

即 した システムを割合 安価にパ ソコンの上 で作 り上

げてい る例 が見 られ る。マ ゴマ ゴ してい ると大企業

は遅 れ を取 って しまうのではないか と心配 している。

これは情報 システム部 門の責任者 と意思決定 をす

る トップの経営 者 との距離 が関係 して いるよ うに思

う。企業の リス トラは どの企業 に とって も大切 な問

題 であるが,情 報 を駆使 しての経営効率化に真剣な

経営者の率 いる中堅企業ではそれな りにシステムの

近代化 に成功 して いるようだ。

情報化が社会や産業に浸透 して来 ると,コ ンピュー

タが醸 し出す社会 問題 も色々心配にな って来 る。

今 日の社会 ルールの 多 くはコンピュ ータのない時

代 に考 えられた もので,コ ンピュータの存在 を殆 ど

意識 してお らず,法 制度 に して も必要最小 限の手直

しで凌いで来てい る。

セ キュ リテ ィも重要 な問題 である。今 回の大震 災

で情報 を駆使 しての救援活動が後手に 回 り,十 分機

能 し得 なか ったのは情報化時代 にあって誠に残念な

こ とで ある。

しか し,イ ンターネ ッ トが災害 に関す る情報発信

に大いに活躍 した と聞いてい る。実用性 を重ん じた

システムがいかに役 立つか を示 唆 した良い事例だ と
、

思 う。

こうした新技術の発展を促進する上でも,適 切な

知的財産権保護や不正競争防止といった時代の変化

に即応出来 る制度や仕組みの改善も,バ ランス良 く

進めることの必要性 を痛切に感 じている。

今年は新年早々,予 期せぬ色々なことが起こり,

色々なことを考えさせ られる年になりそうだ。
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情報 インフラにお け るセキュ リテ ィお よび

プ ライバ シー問題 の検 討

通商産業省情報処理振興課

近年,情 報技術 の急速 な発展 によ り,ク ライア ン

ト/サ ー バー 方式に代表 され る分 散処理 型の シス テ

ム形態が主流 となって きています。 また,国 際的に

は,グ ローバルかつ オープ ンなネ ッ トワー クであ る

インターネ ッ トが急激 に発展 してい ます。 この よう

な状 況の下 で,情 報 システムに係 るセキュ リテ ィ,

プ ライバ シー対策 は,以 前に もまして非常 に重要 な

もの とな ってお り,GIIを 巡 る国際的 な議論 において

も,セ キュ リテ ィ,プ ライバ シー 問題 は主要 な課題

の一つ として取 り上げ られてい ます。

このため,通 商産業省では,昨 年11月 に,情 報 シ

ステムに係 るセキュ リテ ィ ・プ ライバ シー 問題 に係

る施策 につ いて総合的 な検討 を行 う場 として,機 械

情報産業局長の私 的懇談会 であ る 「セキュ リティ ・

プ ライバ シー問題検 討委員会 」 を設置 しました。そ

の後,精 力的 な検討 を経て,本 年1月,セ キュ リテ

ィ ・プライバ シー問題 に対す る施策 につ いての基本

的な方向性 を取 りまとめ た中間報告 を公表 しました。

中間報告 の全文 は以下 の とお りです。

一 セキュ リティ ・プ ライバ シー 問題検討委員

会 中間取 りま とめ一

1.検 討の背 景

【何故,セ キュ リティ ・プ ライバ シー対策 の検討が

必要か】

(1)近 年,イ ンター ネ ッ トの急速な展開に象徴 され

るよ うに,情 報 技術の発展 を背景 として,従 来 とは

比較 にな らないほ ど幅広 い様々 な分 野の個 人や企業

等 が,様 々な 目的で コン ピュー タネ ッ トワー クを活

用 し得 る技術的環境が整 いつつ ある。即 ち,従 前 は,

一部 の大企業等 のみが利用 していたコンピュー タネ

ッ トワー クの機能 を,必 ず しも情報技術の専 門知識

のない一般ユーザー も享受 し得 るよ うにな り,多 種

多様 な情報の活用,情 報受発信等 に より,そ れ ぞれ

の企業活動や社 会生活の質 を抜本的 に高め るこ とが

可能 とな りつつ ある。

(2)し か しなが ら現実 には,上 述 の ような コンピュ

ー タネ ッ トワー クの機能 を最大 限に駆使す る上での

基本的要 件が未整備 の まま残 ってい るため,そ の能

力の発揮が大 き く制約 を受 けてい る状況 にある。即

ち,

企業 内のネ ッ トワー クが外部 のオープ ンなネ ッ ト

ワー クと接続 され る環境の下 にあって,コ ンピュー

タウイルスやハ ッカーか ら情報 システムの完全性 を

保持 す るため の制度的 ・法的対応が必ず しも十分 で

な く,こ の ような コンピュー タネ ッ トワー クへ の攻

撃 に対す る防御が 困難であ る

ネ ッ トワー クが商取引や機密性の高い情報交換 に

用い られ るに当たって,ネ ッ トワー ク上 を流通す る

情報 ・デー タが第三者に覗かれた り,改 ざんされ た

り,あ るいは本 人以外 の者が本人 と偽 って発信 した

りす ることを防 ぐための暗号認証 技術 につ いて は,

現実にインター ネッ トにおいて,か か る機能 を実現

す るためには,技 術 的 ・制度的課題が数 多 く残 され

てい る。例 えば,国 際的 な暗号 を活用 した送受信 が

各国の制度 の相違 によ り不 可能 な場合が あることな

どか ら,機 密性 の高 い情報 の流通 はほ とん ど行 われ

ていない

ことな どが挙 げ られ る。

更に,一 方で コンピュー タネ ッ トワー クの広 が り

に応 じて,ネ ッ トワー ク上 を流通す る個 人情報 の保

護 を如何 に強化す るか とい う問題が顕在化 しつつ あ

る。即 ち,情 報 システムの普及に よ り情報の大 量か

つ迅速な処理が可能 となったこ とに伴い,様 々な個
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人情報の収 集 ・蓄積 ・利用が進 んでお り,個 人に関

す る各種 の情報が本人の知 らない間に収集 ・蓄積 さ

れ,あ るいは本人の予想 もしなか った 目的に利用 ・

悪用 され るとい う可能性 が増大 してい る。 この課題

の解 決 な くしては,コ ンピュー タネ ッ トワー クを社

会基盤 とす る企業活動,国 民生 活の安 定的な展 開は

望 め ない。

(3)以 上の よ うな,セ キュ リテ ィ問題 ・プ ライバ シ

ー問題 に対 し
,有 効 な対策 を早急に推 進 しなければ,

情報技術の発展の成果 を十分 に活か し,情 報化 を通

じて社会 を変革す るダイナ ミズムが大幅に縮小 され

るこ とが懸念 され る。高度情報化社会 の実現へ のス

ター トを切 った今,新 た な環境の下でのセ キュ リテ

ィ ・プ ライバ シー対策につ いて検 討 を深め る必要 が

ある。

【検討の方向】

(1)従 来,我 が国においては,電 子計算機 システム

安全対策基準の策定や情報処理サービス業者に対す

る安全対策実施事業所の認定等の情報システムの安

全性 ・信頼性向上対策,コ ンピュータウイルス対策

基準の策定や コンピュータウイルス被害届出制度の

実施,コ ンピュータウイルス対策関連研究開発の実

施等のコンピュータウイルス対策,公 的部門を対象

とした個人情報保護法の策定,民 間部 門を対象 とし

た個人情報の取扱いについてのガイ ドラインの策定

等のプライバ シー対策 といった施策が講 じられてき

たところである。

(2)し か しなが ら,近 年 の情報関連技術の急速 な発

展 に伴 い,情 報 システムの形態 は,従 来の メインフ

レー ム を中心 とす る集 中処理型 か らクライア ン ト/

サー バー とい った分散処理 型のシステムへ と変化 し

てい ること,イ ン ター ネ ッ トの ようにオープ ンな コ

ンピュー タネ ッ トワー クが展 開 しつつ あ るこ と,従

って極 めて広い範 囲のユー ザー が,コ ン ピュー タネ

ッ トワー クを通 じて情報 の受発信 を行 う状況 となっ

て きてい ること,と い った状況変化 の下 で,セ キュ

リテ ィ ・プ ライバ シー対 策につ いて,以 下 のよ うな

問題 が生 じてい る。

分散処理型の情報 システムは,外 部か らの システ

ムへの侵入が容易に な り,ま た,コ ンピュー タがセ

キュ リティ対策の施 された場所 ではな く通常の オフ

ィスや家庭に設置 され ること,シ ステムのユーザー

が システムに関 していわば非専 門家 であること とい

った特徴 を有 してい るほか,コ ン ピュー タネッ トワ

ー クを介 して流通す る情報の秘 匿性等 の新 たな課題

も現 出 している。 この ように,セ キュ リティ対策の

重要性 は,従 来 に比べ飛躍的に高 まっている ととも

に,対 策が講 じられ る環境が従 前 とは大 きく変化 し

ている。また,個 人情報について も,分 散 して収集 ・

蓄積 され,ネ ッ トワー クを介 して流通す るこ とに よ

って,例 えば,情 報が漏洩 した り,正 当な権 限の な

い者 に よる個 人情報の不当 な利用,改 ざん等が行わ

れ る可能性 とその影響の度合 いが高 まってお り,適

切 なプ ライバ シー対策の実施が一層重要 となってい

る。

以上 のよ うな観点か ら,従 来の対策 の見直 しと新

たな対策 の検討が必要であ る。

情報 ネ ッ トワー クは世 界的規模 で急速 に発展 して

お り,あ る国の情報 システムで生 じた被害が それ以

外 の国の情報 システムに拡大 してい く危険性が高 ま

ってい る。 また,ネ ッ トワー クに乗せ られた個 人情

報が,一 瞬の うちに国境 を越 えて広範囲に流通す る

こ とが可能 となっている。 こ うしたことに鑑 み,セ

キュ リテ ィ ・プ ライバ シー対策については,国 内の

みだけではな く,国 際的 に協調 して,施 策 を講 じる

こ とが非常 に重要 になっている。

2.検 討課題及び対応の方向 ・

以上のような状況を踏まえ,従 来の施策の見直し

や新たな施策への取 り組みを早急に開始することが

必要 となっている。このため,具 体的に,以 下の事

項について検討を行 うことが肝要であると考えられ

る。

ハ ッカー ・コンピュータウイルス対策の在 り方

暗号 ・認証問題についての対応

プライバシー保護対策の在 り方

電子計算機 システム安全対策基準の見直し

セキュリティ評価基準の在 り方

谷検討課題についての真体的内容及び対応の方向
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は以下 の とお りである。

(1)ハ ッカー ・コンピュー タウイル ス対策の在 り方

ハ ッカー ・コンピュー タウイル ス対策については,

従 来 よ り,ウ イルス対策基準の策定や ウイル ス被害

届出制度 の実施,あ るいは,刑 法改正 によるコンピ

ュー タ関連犯 罪に対す る処罰規定の追加 とい った施

策が講 じられて きている。 しか しなが ら,分 散処理

やネ ッ トワー ク化 の進展 に伴 い,今 後,ハ ッカーや

コンピュー タウイルスによる被害が益々深刻 な もの

となることが予想 され るの に対 し,現 行 の コンピュ

ー タウイルス対策基準がエ ン ドユーザー を主た る対

象 と想定 していない等,従 来の施策はかか る状況 に

必ず しも効果的に対応で きるもの とはなっていない。

このため,具 体的 に以下の ような対策 を講 じてい く

必要 があ ると考 えられ る。

・コンピュー タウイル ス対策基準の見直 し

現行 の対策基準 については,エ ン ドユーザーが現

場 で使用す る上 で必ず しも適切 な基準 となっていな

い と考 え られ るため,そ の見直 しを行 う必要が ある。

その際,ハ ッキングへ の対応や 基準 の周知徹底 につ

いて も併せ て検討 され ることが適 当 と考 え られ る。

・コン ピュー タウイル ス被害届 出制度 の見直 し

本届出制度 につ いて は,ユ ーザーにおけ る認知割

合が3割 程度 に とどまる との調査結果 もあ り,十 分

に周知 されていないため に,実 際の被害 に対 して届

出が行 われて いるケースは一部 に とどまっている と

考 え られる。 このため,本 届出制度 の周知徹底 を図

るとともに,届 出を行 った者に対 して,被 害情報 に

関 して,ウ イルスの メカニ ズム等 を分析 し,そ の防

止策等 のア ドバ イス を行 う等 よ りきめ細かい対応 に

つ いて検討 を行 うこ とが必要 であ る。 また,不 正 ア

クセスに よる被害 につ いて も届出制度 の創設等何 ら

かの対 応 を行 うこ とにつ いて検討す ることが適 当 と

考 え られ る。

・研究 開発の推進

コン ピュー タウイルス対策 につ いては,ワ クチン

開発等 の技術的対応 も重要 である。現在,IPAに お

いて,イ ンテグ リティ法の研究開発,ウ ィルス解析

支援プ ログラムの研究開発等 コンピュー タウイルス

対策関連の研究開発 を行 ってい るところであ り,今

後 とも,か か る研究開発の着実 な推進 が望 まれ る。

・国際的 な対応

国際的 なネ ッ トワー ク環境下 では,ハ ッカー ・コ

ンピュー タウイル ス対策 を国際的に協調 して行 うこ

とが重要 である。 このため,ハ ッカーや コンピュー

タウイルスに関す る情報 を各 国が共有 で きるよ うな

体制の整備につ いての検討や,コ ン ピュー タウイル

ス対策関連の国際共同研 究の実施,被 害が実際に生

じた場合の国際協力体制 の構築等 につ いて検討す る

こ とが望 ま しい。

・法律上の対応

ハ ッカー ・コンピュー タウイルス対策 を効果的に

展開 してい く観 点か らは,法 律上 の対応策 について

も検討す るこ とが重要 であ る。即 ち,ハ ッキングや

コンピュー タウイルス投 与の リス クに対 して は,行

政法上の対応,民 事 法上 の対 応,刑 事法上の対応 を

総合 的 に講 じてい くことは重要 であ ると考 えられ る。

かか る観点か ら,ユ ーザーにおけ る適切 なセ キュ リ

ティ対策の実施の促 進,セ キュ リティに関す る民事

責任の 明確化,不 正ア クセス等の行為 に対す る刑事

法的対応等 の在 り方 について検討 を行 うことが必要

と考 え られる。

(2)暗 号 ・認証問題についての対応

情報の漏洩 を防止する守秘機能,デ ータ完全性 ・

デジタル署名 といった認証機能を実現できる暗号 ・

認証技術は,情 報システムのセキュ リティを技術的

に確保する手段 として重要である。しかしなが ら,

我が国においては,暗 号利用に対する認識の不足,

利用環境の未整備等により,暗 号 ・認証技術の有効

活用がなされていない。このため,今 後,暗 号 ・認

証技術の高度化,利 用普及促進のための環境整備や

円滑な二国間通信 を行 うための暗号 ・認証技術の利

用に関する各国間の制度的な整合性の確保 を図って

いくことが重要である。

かかる観 点から,具 体的に,以 下のような対応を

行 う必要がある。
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穿房'擁

・暗号 ・認証技術に関す る情報提供 ・調査研 究

暗号 ・認証技術 に関す る一般の知 識 と理解 が必ず

しも深 まっていないこ とが,暗 号 ・認証技術の利用

普及促進の阻害要因になっていると考 えられ るため,

暗号 ・認証の機能,強 度,コ ス ト等の様 々な項 目に

つ いて,ユ ーザー に対す る十分 な情報提供 が なされ

るこ とが必要 である。

また,特 に,情 報提供の 中で も暗号 ・認証技術 の

性能 に係 る項 目につ いては,今 後調査研 究 を進め,

将来 に亘 っての技術的 ノウハ ウの蓄積 を図 る必要 が

ある と考 え られ る。

・公開鍵の登録 システム

特 に不特定 多数の参加者が暗号通信 を行 う場合 に

大 きな役割 を果 たす公開鍵 方式においては,一 般 ユ

ーザーが使 いやす く,か つ,セ キュ リティ等の面で

信頼 で きるよ うな方法で公開鍵 を管理 してお くこと

が必要 であ る。 しか しなが ら,現 在の ところ,公 開

鍵 の管理 システムの実現には至 ってお らず,か か る

システムを実現す るための検 討 を行 う必要 があ る。

・暗号の標準化

一般ユーザーが円滑に暗号利用を行 うとい う観点

か らは,多 くの種類の暗号方式が氾濫すれば相互運

用性の面で支障が生 じることが考 えられるので,ア

ルゴリズム等が標準化されていることによるメリッ

トが大 きい。

このため,今 後,標 準化により暗号の安全性が低

下す る懸念や,現 在の技術レベルで標準暗号 を一に

定め ることの困難性等を踏まえつつ,相 互運用性の

観点から不可欠な部分等については,標 準化の可能

性について検討することが重要であると考えられる。

・国際的ハー モナ イゼー シ ョン

国際的に暗号 ・認証 を利用 できない とい うこ とは,

国境 を越 えた取 引,流 通 が活発化 して いる状況にお

いて,各 国産業 の効率的 な企業活動に際 しての阻害

要 因 となってお り,今 後 暗号 ・認証技術 に関す る国

際的なハー モナイゼー シ ョンを実現 してい くこ とが

大 きな課題 であ る。具体 的には,如 何 に して国際的

な コンセンサス作 り,国 際的 なルール作 りを行 って

い くかにつ いて検討す る必要が ある。

(3)プ ライバ シー保護対策 の在 り方

ダウンサ イジングや エ ン ドユーザー コンピュー テ

ィングの進展等,個 人情報保護 を巡 る新たな技術 ・

環境 の変化 によ り,個 人情報 の流 出 ・漏洩の影響 が

短時 間の うちに広 範囲 に及ぶ可能性が増大す るなど,

個 人情報の保護に対す る対策 を見直す必要性 が高ま

って きている。 このため,国,地 方公共団体,民 間

事業者等が,そ れ ぞれにおけ る個 人情報の取扱いの

実態 に応 じ,個 人情報の管理 を一層適正 なもの とす

るための措置 を講 じるこ とが重要 となってきている。

かか る観点か ら,具 体 的に以下 のよ うな対応 を行 う

こ とが必要 である。

・民間分野におけるガイ ドラインの運用の強化 ・充

実

民間部門における個人情報保護の強化を図るため,

以下のような施策を講 じることが適当と考えられる。

a)対個人サービスを提供する業種を主たる対象 とし

て,自 主的ガイ ドラインの作成及び登録の指導の実

施

b)個 別企業における,企 業内の管理体制,倫 理等を

含む遵守規程(コ ンプライアンス ・プログラム)等

の策定

c)個別事業者における個人情報の保護の水準につい

て,消 費者に判断する基準を与えるための措置の実

施

d)事 業者等における個人情報保護を技術的に支援す

るため,ア クセス制御や改ざん防止の手法の開発等

の技術開発の実施

なお,民 間事業者の個人情報保護を対象とする立

法措置については,ガ イ ドライン等の自主的な措置

による対応の限界を超える事例に対処するためには,

何 らかの法的措置が必要であるとの見解があ り,未

だ個人の権利,利 益の侵害には至っていないと考え

られる状況にも留意しつつ,諸 外国の法制も参考に

しなが ら,今 後検討を進めることが適当であると考

えられる。

'公 的分野における取 り組みの強化

個人情報保護に関する条例等 を制定 している自治

体はまだ3割 強に とどまっていることを踏まえ,ル

ールが未整備の地方公共団体におけるルール整備 を
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促 進す ることが必要 である。 また,国 において も,

技術進歩に よる処理性能の向上,分 散処 理,ネ ッ ト

ワー ク化 の進展 等の環境 の変化 に対応 しつつ,自 己

に関す る情報 の開示 を求め る要請の一層の高 ま りと

い う社会 環境 の変化 をも踏 まえ,個 人情報の保 護の

確保 を引 き続 き図 ってい くこ とが重要 である。

・国際的動向に対応した問題点

世界的なネッ トワークの発達に対応 して,個 人情

報保護に関する国際的なハーモナイゼーションが必

要不可欠 となってきていることに鑑み,世 界各国に

おける個人情報保護制度の動向を踏 まえた我が国制

度の見直 しが必要である。また,EU指 令に基づ く第

三国への個人情報移転の禁止等の個別の措置が我が

国に及ぼす影響等について分析 し,こ れに対する対

応について検討することも必要 と考えられる。

(4)電 子計算機システム安全対策基準の見直 し

現行の電子計算機 システム安全対策基準は,近 年

の新 しい情報システム環境には必ず しも適合するも

のとはなっていないと考えられる。また,現 行基準

は,ガ イドラインとして提示され,そ の活用はユー

ザーに委ねられているが,セ キュリティ対策の促進

の観点から,基 準の運用の在 り方について検討する

ことも有益であると思われる。

他方,国 際的に調和の とれたセキュリティ対策を

講 じていくとの観点から,先般策定されたOECDセ

キュリティガイドライン及びISO等 において現在検

討 されているセキュ リティ評価基準 と安全対策基準

との整合性を確保することが必要である。 また,国

際的に調和のとれたセキュリティ対策の実施 を促進

してい く観点か ら,我 が国からの積極的な情報発信

を行 う等の国際的な対応についても検討されるべ き

である。

以上を踏まえ,具 体的に以下のような対応を行 う

ことが必要である。

・最近の技術動向等への対応

現行の基準は,主 としてホス トコンピュータに端

末が接続される集中処理型の情報システムを念頭に

置いて策定 されてお り,必 ずしもクライアン ト/サ

ーバ システムに代表される分散処理型の情報システ

ムに適合す る もの とな っていないため,新 しい情報

システム環境の下で,ユ ーザー が効果的 なセ キュ リ

ティ対策 を講 じるこ とがで きるよう,現 行基準の内

容 の見直 しを行 うこ とが必要 である。

・基準 の運用の在 り方

現在,安 全対策基準についてはユーザー に対 して

ガイ ドライン として提 示 されている ものであ り,そ

の具体的 な活用 については,基 本的 にユーザーに委

ね られてい るが,ユ ーザーにおけ るセキュ リティ対

策 の実施 を一層促進 して行 く観 点か らは,安 全対策

基準に基づ くセキュ リティ対策 を実施 しているユー

ザーの認定制度の実施 も有効 であ り,認 定制度の運

用 の在 り方 も含めて検 討 を行 うことが望 ましい。

・国際ルールとの整合性の確保

OECDガ イ ドラインの趣旨が安全対策基準におい

て実現 されているか否かについて検討 を行い,実 現

されていない原則については,安 全対策基準に盛 り

込むことが必要である。また,安 全対策基準の中の

技術基準が現在ISO等 で検討されているセキュ リテ

ィ評価基準 を反映 したもの となるよう,安 全対策基

準の見直しを行 うことが必要である。

・国際的な情報発信

情報 システムのユーザー を対象 としたセキュ リテ

ィガ イ ドラインについては,現 在の ところ,必 ず し

も各国において策定 されてはいないため,我 が国の

安全 対策基準について積極的 な情報発信 を行 うこと

によって,国 際的に調和 の とれ たセキュ リティ対策

の実施の促進 を図 ることが重要であ る。

(5)セ キュリティ評価基準の在 り方

個々の情報システムが,ど の程度のセキュリティ

能力を有 しているかについて客観的に判断するため

の基準であるセキュ リティ評価基準の整備・運用は,

セキュ リティ対策を講じていく上での重要な柱の一

つである。評価基準の整備については,現 在,ISO/

IECに おいて国際標準化作業が進められてお り,我

が国としてもかかる作業に積極的に参画 し,我 が国

の意見の反映を図ってい くことが重要である。

他方,評 価基準の運用については,欧 米諸国にお
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翻'撒

いては,既 に評価 基準 を用 いて個 々の情報 システム

関連機 器のセキュ リテ ィレベ ルの客観的 な評価 ・認

証 を行 う機 関が設立 されてお り,政 府調達 の条件 と

して情 報 システム機器 のセキュ リテ ィ機能の評価 を

求め る動 きも出ているのに対 し,我 が国 にお いて は,

現在 までの ところセキュ リティ評価 ・認証制度 を有

していない。 このため,具 体的に以下の よ うな対応

を行 うこ とが必要 である。

・セキュ リティの評価 ・認証制度の導入

セキュ リティ評価 ・認証 制度が存在 しない場合,

ユーザー に とって システムのセキュ リテ ィ能 力水準

に関す る客観 的 な情報が提供 されに くい こと,ま た,

我が国の情報 システム製 品が海外 製品 との競合上不

利益 を被 る等の事 態 も予想 され ることか ら,我 が国

において もセ キュ リティ評価 ・認証制度 を導入す る

こ とが必要 であ る。評価 ・認証制度 を導入す るに当

た っては,評 価 ・認証の客観性,公 平性 を確保す る

観 点か ら,如 何 なる性格 を有す る者が評価 ・認証 を

行 うのかにつ いて検討す るこ とが必要で ある。なお,

評価 を行 う者 につ いては,評 価 の精度や信頼性,評

価 に要す るコス トや期間 を勘案 し,第 三者が評価 を

行 う方式 のほか に,ベ ンダー 自身,あ るいは検証能

力 を有す るユーザー 自身が評価 を行 う方式について

も検討す るこ とが必要 と思われ る。

また,評 価 を客観化するための評価者(評価機関)

認定制度並びに評価結果を承認する認証機関につい

ても検討する必要がある。

・評価 ・認証制度の国際的ハーモナ イゼー シ ョン

国際的な企業活動 を円滑に行 う観点か らは,評 価

・認証制度 の国際的 なハーモナ イゼー シ ョンを図 る

こ とが非常 に重要 であ る。 このため,評 価 ・認証 の

結果 につ いて,各 国間で相互承認す るシステムが実

現 され るべ きで あ り,相 互承認実現の ための方策 に

つ いて検討 を行 う必要がある。 また,そ の際,日 本

を代表す る組織 ・機 関の整備 の在 り方や セ キュ リテ

ィ評価 手法 ・技術 の確 立,評 価技術者の育成等 につ

いて も併せ て検討 を行 うこ とが必要であ る。

、
難

欝
欝

難

愚

醐
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平成6年 度情報化 月間表彰 システム(特 別 ・行政)紹 介 「その2」

緊急通報 システム

大月町在宅介護支援センター

所長 浜 田 加代 子

1.事 業の概要

(1)経 緯 ・きっかけ ・背景

大月町は人口7,984人,高 齢化率25%と 急激 な高齢

化社会 を迎 えた過疎地域です。健康管理 センター,

大 月病 院,在 宅介護支援センターの併設に よる保健 ・

医療 ・福祉 の包括医療体 制に よ り,老 人保健福祉計

画 の推進に取 り組 んでいます。

一 人暮 らし老人 も年 々増加 し,平 成6年4月 現現

在,65歳 以上407名 です。一 人暮 らしで高齢に なる と,

様 々な問題が出て来 ますが,特 に緊急の場合の対応

が 困難 です。過去 には重症化 して発見 され た人々,

死亡 して発見 された人な ど,無 念 な経験が年に数件

発生 しました。

一人で も安心 して暮 らす こ とがで き,健 康障害 は

で きるだけ早 く発見す るために,コ ンピュ ター シス

テムによる緊急通報装 置 を設置 しま した。

(2)シ ステムの構成

システムの構成につ いては図に示 す通 りです。

(3)シ ステムの概要

・緊急通報

ペ ンダン ト又は緊急 ボタン押下 に より,支 援セ

ンター 自動通報 し,協 力員,関 係機関への対処

支援 を要請。

・定時連絡

スケ ジュール登録 に よ り,支 援セ ンターか ら自

動的に ダイヤルセ ッ トをして老人の安 否確認 を

行 う。

・セキュ リティ通報

火災セ ンサ ー,ガ スセ ンサ ーが異常 を感知 した

時 は,支 援セ ンター,消 防等へ 自動通報。

・相談 カウンセル機能

相談 ボタン押下 によ り,支 援セ ンター職員 と電

話相談 を行 う。

(4)シ ステム機能の特徴

有 人式,無 人式 を導入 しま した。在宅介護支援 セ

ンター職 員が,コ ン ピュータを操 作で きる時間帯 は

有人式 と し,夜 間,休 日,事 務所 に職員不在 の時に

は,無 人式 を導入 し24時 間対応 としま した。有 人運

転 に切 り替わ るまでの リー ドタイムは15秒 としまし

た。

シ ステ ム構 成

・受信センター

容繊 用電話織
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覇稼'槻

2.そ の成果 ・効果

(1)現 在 までの実態,利 用状況等

平成5年 度56台 の予定 中,入 院あ るいは施 設入所

等 の移動が あ り,49台 設置 しました。 平成6年 度は

50台 を予定 し設置 中です。

平成5年12月 ～平成6年12月31日 までの実働 は,

救急車対応2件,ガ ス漏れ1件,な べ の コンロにか

け忘れ1件 であ り件数は少ない。 取 り付 け工事 の問

題や,老 人の不慣れの為 の誤報は 多数 あ ります。

(2)二 次的 な効果 一協力員組織

一人のお年寄 りに三人の協力員組織体制 ですが
,

協力員組織は各地区の地区長 さん中心に,組 織作 り

を依頼 しま した。地区それぞれの状 況に応 じ,地 区

長,民 生委員,健 康づ くり推進員あ るいは隣人,親

戚の人等 で組織 しました。 緊急通 報があ るの を待つ

の ではな く,日 頃声 をかけ健康状 態 を気 にかけ る人,

病気 になれば一 日何 回 も訪 れて世 話 をす る等,地 区

ぐるみのお年寄 りを守 る啓蒙の一端 とな りました。

対象者のお年寄 りの中には,「協 力員に迷 惑 をかけ る

こ とになるので,取 り付 けて もらうのは気の毒 だ」

とか,「まだ 自分 は大 丈夫だか ら取 り付 けな くて もよ

い」とか,「 使 い方が わか らない」とい う不安 の声 も

あ りま した。しか し,協 力員 になった町民 は,「 自分

もいずれ誰かの世 話にな るのだか ら,で きる限 り役

に立 ちた い」あ るいは,あ る民生委員 は 「自分 が担

当地区のお年寄 りを定期 的に訪 問 しているが,こ れ

は緊急な場合 に間に合 うので安心 であ る」等 とい う

温 かい地域 の声が 多 くあ り,そ の地域 ぐるみの協力

員組織 で守 られ るこ とに安心感 を持 ち,担 当す る我々

ス タッフ も地域の支 えに よ り事業推進 して います。

3.問 題点

(1)実 現 に向け て どの よ うに苦労 したか

・一 人暮 らし老 人65歳 以上407人 に対 し,対 象者選

定 に苦労 しましたが,90代 か らの高齢者順 に選定 し

ました。今後 は70歳 代後半に至 まで を基本 とした増

台を見込 んでいます。

・協力員及 び対象者に使 い方の説明 をし,納 得 し

て もらう為 に何 回 も個 別訪問 しました。

・緊急通報装置一件66
,000円 につ いては,老 人 日

常生活用具給付事業の補助 があ りますが,そ の他に

つ いては補助事 業 では ないため,町 単独事業 として

取 り組み ま した。

(2)誤 報 について

電話機の取 り扱い中の誤報。ペ ンダン トを首に

か け寝返 りして誤報。猫 が電話機 の上 を歩 いて誤報。

ガスセンサ ー,火 災セ ンサーの敏感 な感知や殺虫剤

による誤報 もあ ります。

(3)使 い方や,協 力員組織作 りの啓蒙 につ いて

今後 のニ ーズに合 わせ た増 台は,協 力員組織 も

大 きくなるこ とであ り,協 力員組織作 りや,装 置の

しくみ につ いて,使 い方について等 の啓蒙教育の強

化が必要 です。
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地域 環境情報 システム(Chipco)

富士通 エフ ・アイ ・ピー㈱

第2科 学技術 システム部

伊 藤 泰

1.は じめに

近年 の環境問題は,従 来の大気 汚染や水質汚濁 な

どの公害 の規制 ・防止か ら,地 域 が有す る環境 資源

を守 るだけ でな くよ り優 れた ものへ創造 してい こう

としてい ます。

地域環境情報 システムは,こ の よ うな時代 背景 を

踏 まえ,う るおいややす らぎの ある快適 な環境 を 目

指 した まちづ くりを支援す るため,地 域環境の特性

を科学的に分析 で きるツール として構築 した もので,

神奈川県逗子市において,快 適 で良好な まちづ くり

を推進す るための条例の運用支援 に積極 的に活用 さ

れてい ます。

当市では,こ の地域環境情報 システムをChipco(チ

プ コ)と い う愛称 で呼 んでい ますが,ヒ ンズー語で

「抱擁す ること」 を意 味 します。 これは,ヒ マ ラヤ

での人間の生活 と自然 との両方の生活力 を保証 して

くれる森林資源 の存在 に対す る市民の畏敬 の念 を表

しています。

2.地 域環境情報 システムの必要性

逗子市 は,面 積約17㎞,人 口約5万7千 の小都 市 で

あ り,西 は相模 湾の青 い海,そ して周囲は豊か な緑,

きれ いな空気に恵 まれ,関 東地域の中で も優 れた 自

然環境 を有す る数少ない 自治体の一つです。 当市 で

は,こ れ らの良好 な環境 資源 を今後 とも維持 し,さ

らに将来的 に優れ た快適環境 として創造 してい くた

めの基本 的な計画の立案が望 まれ ていました。 そ こ

で,当 市 ではこの ような地域 の優 れた自然環境 の特

性 を科学 的に分析 ・評価 を行 うため のツール として,

解析能 力の向上やネ ッ トワー ク化へ の発展性 を考 慮

したUNIXに よるシステム を構築す るとともに,そ の

ア ウ トプ ッ トを もとに,全 国に先 駆け土地利用の基

本 とな る条例の制定 を行 ったのです。

3.地 域環境情報システムの概要

当市で構築 した地域環境情報 システムのハー ドウ

ェア及び ソフ トウェア構成 の概要 を示 します。

(1)ハ ー ドウエア構 成

システムのハー ドウェアは,Sun4/370GX(メ イン

メモ リ32MB,デ ィスク容 量約1.7GB)を 本体 とし,

そこに画面 カラーハー ドコピー とレーザー シ ョッ ト

を直結 し,さ らにロー カル ラン としてセンタコム810

に よ り,FMR70を 接 続 しました。

図1に ハー ドウェア構成 を示 します。
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図一1ハ ー ドウエア構 成
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穿房 ・綴

(2)ソ フ トウ ェ ア 構 成

シ ス テ ム の ソ フ ト ウ ェ ア は,SunOS4.1.1,

UNIFY2000の デ ー タ ベ ー ス,日 本 語OpenWin-

dowsを 使 用 し ま し た 。

図2に ソ フ トウ ェ ア 構 成 を示 し ま す 。

ま た,こ の シ ス テ ム 全 体 は,大 き く

・デー タ管理

・デー タ加工

・デー タ解析 ・予測

・デー タ表示

の4つ のサ ブシステムで構成 されています。

図 一2ソ フ トウ ェア構成

4.解 析結果

当地域環境情報 システムでは,正 方10mメ ッシュ

データ(逗 子市全域で約17万 メッシュ)を 用いて

解析 しています。

逗子市の緑地資源環境 を

・土地機能(土 地の持つ保水能力,土 砂崩れ防止能

力等を表す指標)

・生態系維持機能(植 生に対する人為的影響度,生

物生息環境の多様性 を表す指標)

・景観保全機能(市 街地か ら周辺緑地の見え易 さを

表す指標)

の三つで構成され ると規定 し,そ れぞれについて定

量化 し,総 合評価 したものです。

逗子市では,こ の総合評価結果の分布 と構成比か

ら,市街化区域内での土地改変後 も現状の緑被率(60

%)の 水準が確保されることを前提に,市 内全域 を

10mメ ッシュごとにA～Dの 四つのランクに分けた

環境保全 目標(ガ イ ドライン)を 設定 しました。そ

して,こ れを基に,環 境影響評価の実施を開発業者

に義務づけた 「逗子市の良好な都市環境をつ くる条

例」を制定しました。

5.ま とめ

本地域環境情報システムは,平 成2年 に基本設計

に着手 し,シ ステム構築さらにシステム運用による

条例制定・環境計画 「環境からみたまちづ くり計画」

の策定 まで3ケ 年を要 してお り,こ れら一連の最終

アウ トプットを意識 しながら利用者と開発者の綿密

な連携を基に効率的な開発をすることができました。

今後は,緑 地の量だけでな'く質の評価 を行 うため

の3次 元による景観解析が可能なシステムへの拡張

や,一 般市民向け としてネ ットワーク化 を充実させ,

環境基本情報や解析データを市民に積極的に提供 し,

快適なまちづ くりを担った市民の自発的参加による

環境資源の創造が図れるような啓発 ・展示型システ

ムの開発が望まれています。
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中小企業勤労者福祉共済システム

オプテ ィマムシステムズ㈱

1.は じめ に

当社 は1972年 に設立 され たソフ トウエアハウスで,

主に 自治体 及び金融機関 向けの システム開発,パ ッ

ケー ジ開発 を事業領域 としています。

「中小 企業勤労者福祉共済 システム」は,当 社 が

地方 自治体 の業務パ ッケージソフ ト「OPTIMA行 政

シ リー ズ」 として1983年 に初版 を出 し,今 日までに

全 国で約40ユ ー ザで運用 され ている もの です。

2.開 発の背景

中小企業で働 く人々の福利厚生面の充実 を図るた

めに,「 中小企業勤労者福祉共済制度」があ ります。

地方公共団体の担当部署やそれを独立させた財団法

人(○ ○勤労者共済会,△ △勤労者サービスセンター

等)が 実施に当たっています。

制度 を利用す る事業所及び会員 の管理,会 費の請

求や 回収,会 員への給付,イ ベ ン トへ の参加実績や

チケ ッ ト販売実績の管理,等 々の多 くの事務処 理が

あ り,何 らか の処理 システムの導入が必要 にな りま

す。 またこの制度 では,サ ービス充実 を図 るため,

一 定数 以上 の会 員 を確保す る必要があ ります。 その

ため,当 初 は小規模 であって も年々拡大す る傾 向が

あ ります。

当社の 「中小企業勤労者福祉共済 システム」 は,

ハー ド及 びソフ ト技術 の革新に合 わせ て改良 を加 え,

パ ソ コン版か らオフコン版,パ ソコンLAN版 へ と成

長 して きてい ます。

福
糞

済
シ
ス
テ
ム

会員管理業務 会員管理サブ システム

会員帳票サブシステム

会員統計サブシステム

会費管理業務 会費請求サブシステム

会費入金サブ システム

繰越サブシステム

一 給付管理サブシステム

福稲 喋管理業態 福利事業管理サブシステム

システム保守 システム保守サブシステム
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寄房 ・槻

今 回表彰 を受け ましたパソコンLAN版 は,パ ソコ

ン1台 か ら複数 台の ネ ッ トワー クまで,規 模 に合 わ

せ て柔軟 にシステム構築 がで きる構成 にな ってい ま

す。開発 に当たっては,働 世 田谷勤労 者サー ビス公

社様 な らびに㈱世 田谷サ ービス公社様 の ご指 導 とご

協力 を仰 いでお ります。

既 に共済制度が あって システム化 を検討 され る場

合に も,ま た新 しく制度運用 を開始 され る場合 に も

役に立つ システムであ ると確信 してい ます。

3.シ ステム概要 と特長

(1)業 務処理 の概要 と特長

・対象業務 を図の5つ に分類 してい ます。

・約40ユ ーザへ の導入実績 に基づ き,共 済制度

の豊 富な業務運用 ノウハ ウを織 り込ん でいま

す。

・福利事業業務 を標準 として提供 してお り,オ

プ ションでチケ ッ ト発券 システム も用意 して

い ます。

・各種 台帳 印刷機能 に加 え
,充 実 した統計集計

資料 を提供 して います.事 業計画策定時の基

礎資料 として威力 を発揮 します。

・使 用す るコー ド類には全てHELP機 能が組 み

込 まれてお り,操 作性 の向上 を図 ってい ます。

〈ハ ー ドウ エ ア 及 び ソ フ トウ エ ア 〉

ハ ー ド

サ ー バ 側

ソ フ ト

クライアント

側 ソ フ ト

①MS-DOS又 はDOS/Vパ ソコン1台

②端末 パソコン(クライアント)複 数台

③LANボ ー ド 端末台数+サ ーバ用

④ 多 目的プ リンター(複 数台可能)

⑤無停電電源装 置1台

⑥3.5光 磁 気デ ィス クユニ ッ ト

⑦LAN接 続機器(ケーブル,ハ ブ等)一 式

⑧増設 メモ リ(サーバ/ク ライア ン ト)

⑨ 日本 語MS-DOS(V3.1以 上)

⑩ ネ ッ トワー クOS(NetWare386)

⑪ 業 務 パ ッ ケ ー ジ 「福 祉 共 済 」

⑫ 日本語MS-DOS(V3.1以 上)

⑬dBMAGICラ ンタイム システム

(2)シ ステムの概 要 と特長

・サーバ/ク ライア ン ト構成 のシステムで,規

模,ニ ー ズに合 った最適 形態が選択 で きます。

・業務パ ッケー ジの開発 は4 .5世代 言語 を使用 し

てお り,改 造等に安価 で迅速 に対応 で きます。

・サーバ専用機 を採用す る場合 は,ネ ッ トワー

クOSが 提供す るデー タ保守機能(デ ィス クの

2重 化,ミ ラ リング機 能)が 利用 でき,高 信

頼 システムの構築 が可能です。

※小規模 システム(パ ソコン1台 のスクン ドアロン運
ミ

用)の 場合 は①.④.⑥.⑨.⑪.⑬ のみで よい

4.お わ りに

パ ソコンLAN版 「中小企業勤労者福祉共済 システ

ム」 を1991年 に発 表 して以来,1995年1月 現在,5

ユーザ で稼働 してい ます。今後 も引 き続 き,制 度 に

合 わせ た機 能追加,操 作性の向上 を行 い,福 祉共済

制度の運営に役 立つ システム構築 を追求 して行 きた

い と考 えてお ります。

尚,当 社 では福祉共済制度 の シス テム化 を検討 さ

れ るユーザ 向けに,効 果的な事務運用 を実現す るた

めの コンサ ルテー シ ョン(事 務運用提案サー ビス)

も行 ってお り,是 非活用 して頂 きたい と思 ってお り
、

ます 。

し
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電子伝票 ・電子決裁方式財務会計システム

小山市企画部情報管理課

課長 鷲 谷 尚

1.遠 くて長いみちの り

小山市は,昭 和41年 度の固定資産税課税処理 を民

間計算セ ンターに委託 したの を契機 に順次委託 して

きました。 いわば,全 国の殆 どの 自治体が経験 した

お きま りのパ ターンです。 この時期 を小 山市 では第

1期 利用(民 間委託期)と 位 置づ けています。

民間計算 センターの コンピュー タを時 間借 りし,

職員が出向いて処理 を して くるこの利用法 を 「オー

プ ン利用」 とネー ミングし,昭 和50年3月 か ら53年

10月 までの この時期 を第2期 利用 と位 置づ けてい ま

す。

昭和53年11月,小 山市に初代 コンピュー タが導入

され ました。導入後は,早 速オンラインシステムの

研究開発 に着手 し,昭 和55年 の1月 か ら固定 資産税

と住民税 の各種証明書発行 システム を稼働 させ まし

た。

この時期 を第3期 利用(オ ンラインシステム黎明

期)と 位置づ けてい ます。

昭和56年 にな ります と先進 団体 でボチ ボチ 日本語

処理 が話題 になって きました。

小 山市 も早速 日本語処理 システムの開発 を手掛け

昭和58年1月 か ら,漢 字住民情報管理 システムを始

め,税,国 民健康保険,国 民年金 などを網 羅 した「小

山市 オンラインシステム(ソ フ ト名:OFIS)」 を開発

稼働 しま した。

この時期 を第4期 利 用(漢 字 オンライン期)と 位

置づけて います。

2.ペ 一一パ ー レス事務 システムの構築 に向けて

前置 きが長 くな りましたが,小 山市が踏破 した足

跡 を語 らず して メインテ ーマである電子伝 票 ・電 子

決裁方式財務会 計 システムを語 ることはできません。

幾 多の困難に遭 遇 しようや く辿 りつ いた結 論だか ら

です。

情報機器 の 目ざま しい発達 と通信 技術 の進歩 に伴

い情報化社会は凄 まじいスピー ドで進行 しています。

この ような状況 の中で,こ れか らの行政 システムは

どうあ るべ きか を命題 に,シ ステム構築 のスター ト

ラインに立ち ました。 そこで考 えついたのが,ペ ー

パ ーレス を基調 とした事務 システムの構築 を目指す

ことで した。伝票会計事務 は,全 庁的に行 われ る複

雑 で庶務 担当泣かせ の事務 です。B6判 の6枚 複写

の用紙が数種類 あ って,起 票か ら決裁に至 るまで職

員の判断に頼 る部分 が多 く,い きお い誤謬の原 因に

もなって いました。

また,紙 伝 票 を回付 す るこ とか ら紛失な どの事故

も発生 してい ました。 このよ うな問題 を解決 し,事

務の正確 性 と能率 を向上 させ るための最 良の手段 と

して,伝 票の電子化 と電子決裁 を採 り入 れま した。

システムの流れは,図 の通 りです。

シ ス テ ム 関 淘皇 図
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緒 ・繊

この システムは,予 算執行,予 算編成,電 子決裁 ,

過年度検索の各サブ システムで構成 されてい ます。

システムには次の様 な特徴 があ ります。

(1)請 求書 の コンピュー タ出力

コンピュー タに格納 されて いる伝票の情報 と債

権者 が請求す る請 求書の 内容 を完全 に一致 さDD

る前提 をつ くるため,請 求書 をコンピュー タか ら

DD力 してい ます。

これは,請 求事務 の大幅 な効率化 を狙 った もの

です。

(2)決 裁 ルー トの 自動決定

伝票起票 は,オ ペ レーシ ョン効率 を高め るため,

一般 的には既 に起票 されてい る伝 票の複 写機能 が

つ かわれ ます。起票時に,科 目と伺 い金額 か ら決

裁 と審査 のル ー トが 自動 的に作成 され ます。

(3)審 査 のOCR決 裁

コンピュー タで出力 され た請求書 は,債 権者の

内容確 認 と押 印が済む と担 当課に提 出され,支 出

命令 の起票 ・決裁後出納室に 回付 され ます。

電子決裁 のイメージでは,請 求 書 と画面 を見比

べ審査す るこ とにな ります が,全 ての伝票 が集 ま

って くる出納 室でその ような方法 で審査が行 われ

るこ とは,審 査事務 が却 って煩雑 にな り効率 化 は

期待 で きませ ん。

請求 書の コン ピュータ出力の意味は ここにあ っ

て,審 査 は紙 の請求書 で行 い,審 査決裁 は審査 済

請求書 をOCRで 読み取 り,自動的に審査 の決裁情

報 をデ ータベ ースに書 き込 む ターンアラウン ド方

式 を採 ってい ます。

(4)from～to決 裁

各課決裁 と出納室 の歳入審査決裁の効率化 を図

る目的で,1回 のオペ レーシ ョンで最 大70件 の決

裁が で きるfrom～to決 裁機能が あ ります。

1画 面 に7件 表示 できる総括画面で,決 裁 内容

が把握 できる場合 な どは,こ の機能が大変効果的

です。

定例 的な伝 票な どは,詳 細画面 を開かずに決裁

がで き頻繁 に利用 されてい ます。

(5)オ ペ レーシ ョン負荷 の軽減

コン ピュータアレル ギーを無 くすため,操 作 が

簡単 にで きるよ うさまざまな工 夫 を凝 らしてい ま

す。例 えば,部 課長の机上 の端 末装 置は,電 源 を

投入す るとコマ ン ドな しでオンラインシステムの

初画面が表示 され,IDカ ー ドを読み込ませ実行キー

を押下す ると決裁伝票の有無 を知 らせ るようにな

ってい ます。

(6)PBX(電 子交換機)LAN

古 くて狭陰 な庁舎にLANを は りめ ぐらすことは

非常 に困難 です。

電子決裁 を行 うため には,決 裁者の机上 に決裁

用端末が必要 です。基幹LANに は比較 的手軽に

LANが 組 め,端 末 装 置 の 設置や 移 設が容 易 な

PBX・LANを 採用 し,電 話機一体型端末 を特 注

しました。

ド　　 　 りも り

/き 運

、_し メ 弓
翻 一 聯 門}'… …「 へ

㌦ ≡ 妻 謬 翼顯㌣'

3.旅 費管理システムの開発

財務会計システムは,も ともとペーパーレスシス

テムの一環でこのほかスケジュール管理や公共施設

管理,電 子メールシステムが稼働 しています。

そ して,今 年4月 からは念願の旅費管理 システム

が稼働 しました。

このシステムは,命 令簿の電子化 と旅費計算及び

請求伝票の自動起票を目指 して開発 したものです。

旅行命令 を画面で行 うと,瞬 時に運賃や日当の計算

が行わ托 決裁終了後財務会計用の旅費伝票が 自動

生成 されて財務会計 システム に リンクされ ます。

このよ うに,小 山市 では21世 紀に向か って着実に

ペ ーパー レスシステムが進行 し第5期 利用(ペ ーパー

レスシステム期)に さ しかか ってい ます。 これか ら

も情報処理 を とお して地域住 民の福祉の増進 と,事

務処理の効率化のため頑張 って行 きたい と思います。
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電波監視 システム(DEURAS)

日本電気㈱第－C&Cシ ステム事業本部

特定システム事業部

システム統合専任部長 三 浦 一

1.序

郵政省は,不 法無線局の監視 を効率的に行 うため

に電波監視 システム(DEURAS)を 平成5年 度より

導入 したが,NECは 本システムの うちパーソナル無

線,自 動車電話など急激に利用が伸びているVHF,

UHF帯 を対象 とした電波監視 システム(遠隔方位測

定設備,遠 隔受信設備,不 法無線局探索車)を 郵政

省殿の御指導により開発納入した。

以下にシステムの概要を紹介する。

、
(/〆/

セ ン タ局

2.シ ステム構成

この システムは,地 方電気通信 監理局 に設置 され

たセ ンタ局 と管内に設 置され た複数 のセンサ局,お

よび管 内の任意の地域 に移動 して運用可能 な不法無

線 局探 索車 か ら構 成 され,デ ジ タル通信 回線(64

Kbps)に よ り結 ばれている。 図1に システム構 成

図 を示す。

＼ ＼
一)

衛星通信回線

不法篶皇居探索車

高速 ディジタル回線

ISDN回 線

遠隔方位測定設6センサ局

遺篇受信設篇センサ局

図 一1シ ステム構成 図

3.セ ンタ局

セ ンタ局 は,エ ンジニア リングワー クステー シ ョ

ン(EWS),マ ルチプロ トコルルー タを使 用 したオー

プ ンシステムで あ り,拡 張性 に富むシステム となっ

てい る。 図2に センタ局の構 成 を示す。セ ンサ局か

ら送 られて きた64KbpSの デ ジタル信号か ら,方位情

報デ ータとデ ジタル音 声の分離 ・復 調が行 われ る。

方位情報デ ータ信号 は,マ ルチプ ロ トコルルータを

経由 して,局 内のLANに 接続 され る。

EVSで はGUI(グ ラフィックユーザー インターフ

ェー ス)を 全面的 に採用 してお り,セ ンサ局の選択

と測定条件(周 波数,測 定時間,測 定周期等)の 設

定等が可能 であ り,セ ンサ局か らのデ ータの処理(方

位線表示処 理,確 立楕 円の計算等)を 行 い,デ ジタ

ル地図 と共 に方位情報 を画面に表示 している。地図

情報は国土数値情報 を使用 してお り,縮 小拡大,地

図属性の変更が任意 に,し か も高速に行 うことがで

きる。又,音 声切替 器に よりセンサ局の 中か ら任意

のセ ンサ局 を選択 して音声 を聞 くこ とが できる。

方位情報 データ と音声(デ ジタル音声信号)は,

片面約300MBの 光磁気 ディス ク(MO)に 記録 され

る(連 続 記録時 間12時 間/片 面)。 これ らの制 御 も

EWSに よ り行 われる。

デ ータ系の機器 は,IEEE802-3の10Mbpsの イー

サネ ッ トLANに より接続 されている。又センタ局 と

遠隔方位 設備 のセンサ局 は,マ ルチプ ロ トコルルー

タを介 してLAN間 接続 されている。
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〔遠隔方位掴定設備〕
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図 一2セ ンタ局 系統 図

4.セ ンサ局

セ ンサ局は,方 探方式の違 い と周波数範 囲の違 い

によ り,遠 隔方位 測定設備用A型 センサ(イ ン ター

フェロー メー ター方式,25MHz～3GHz),B型 セ

ンサ(DBF方 式,25MHz～3GHz)と 遠隔受信 セン

サ(ア ドコック方式,25MHz～2GHz)の3種 類が

ある。

セ ンサ局は空 中線,受 信機,デ ー タ処理器,お よ

び通信処理 器等か ら構 成 されてい る。

方位デー タは約1秒 毎 のパケ ッ トデー タ とな り,

多重化装置で音声信 号 と共に多重化 される。音声信

号は,多 重化 装置で32Kbpsの デジタル音声に変換 さ

れ るの で,品 質が劣化 す ること無 くセン タ局 まで伝

送 され る。

5.不 法無線局探索車

不法無線局探索車は,セ ンサ局 とセンタ局の2つ

の機能を有 してお り,セ ンサ局 として不法無線局の

データを収集するとともに,セ ンタ局 と衛星回線(分

割専用サービス)で 接続して,固 定のセンサ局の情

報 を収集 し,セ ンタ局機能 に より不法無線局の探査

を行 うこ とが できる。

不法無線局探索車内の機器 は,パ ー ソナル コンピ

ュー タ等がセ ンタ局 と同様 に,LANに よ り接続 され

ている。

6.結 び

本システムは,最 新の方探方式の採用,EWS,ル

ータ,LAN等 最新の情報処理機器の採用により拡張

性に富むシステムであり,今 後の電波秩序の維持に

貢献することが期待 されており,今 後 も各地に配備

されることが計画されているこ

本 システムの開発製造に当たり御指導頂いた郵政

省電気通信局電波部監視監理課を始め とする郵政省

関係者,及 び機器の設計製造 を分担頂いた関係各社

の皆様に深謝致 します。
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1.開 発経緯

県が中心 となり推進 して きた水稲共済事業マスタ

ー と水田農業確立対策交付金事務マスターの一体化

整備事業に伴い,各 市町村ではそのベースとなる農

家基本台帳の整備 を早急に実施す る必要が出て きま

した。当時,弊 社ではバッチ処理による農家基本台

帳 システムが稼働 していましたが,こ れを機に市町

村側で実施できるようにすると共に水田転作管理,

転作目標配分シ ミュレーション,米 穀管理等の機能

を持たせた転作情報システムを加え,総 合農業行政

システム(NOSEI)を 完成させ ました。

2.シ ステムの特徴

NOSEIは パソコンに よる自己完結型のシステムで

す。開発言語にはdb-MAGICを 用 いているため1独

自要求 による新 規帳票作 成,各 種 カス タマ イズに も

容易 に対応 で きます。 また,ズ ーム機能 を随所 に取

り入れ操作性 に優 れたシステム となってい ます。器

機構成 としては,ス タン ドアロン方式,ク ライア ン

ト/サ ーバー方式が選 択で きユーザー の規模 および

ニーズに応 じた対応が可能です。

システム面 では,農 家基本台帳 をデ ータベ ーズ化

す るこ とに よ り農業委員会,農 政課で共通 したデー

タを利用す ることがで きるため,重 複事務 を排除 し

関連部署 とのデ ータ連動 が図れ ます。

農業委員会 では,農 地基本台帳 の整備 と管理 レベ

ルの 向上 の他,耕 作 に係 わる各種諸証 明の発行か ら

統計 資料 の作成 まで,ま た農政 課では 目標配分 を決

定す るため のシ ミュ レーシ ョンか ら県提 出用 データ

の作成 まで細部 にわた り対応 して います。 さらに関

連 デー タは農業所得等 の税 システム,あ るいは農業

共済連な どの関連機 関 ともデータ交換が できるよう

にな ってい ます。

各サブ システムの概要 は以下 の通 りです。

〔農家基本情報〕

(1)農 家世帯管理システム

農業経営者のコー ド系の管理およびその人の農

家世帯の情報(世 帯構成員の情報,保 有農機具,

主要農用施設,主 要家畜等の営農情報)を デー

タベース化 し,管 理するシステムです。 また,

農家番号は,世 帯コー ドを使用 し,農 業経営者

コー ドは住民コー ドを使用していますので住民

情報 システムとの連動が可能です。

(2)農 地管理 システム

農地に関する現況,利 用権設定,転 用許可等を

管理するシステムです。ここで管理 される農地

は,転 作管理システムでも参照可能となってお

り,(NOSEI)の 中核 をなすシステムです。農地

は履歴管理方式を取 り入れていますので,流 動

化政策,経 営移譲 と農業者年金等の事務合理化

が図れます。

(3)農 業者年金管理 システム

農業者年金加入者の資格 ・受給権者および現況

確認事務等の管理を行 うシステムです。

(4)農 業委員選挙管理システム

農業委員選挙資格者の判定登録 を行 うシステム

です。

(5)許 認可議案システム

農地法等による許認可事務を行 うシステムです。

〔転作管理情報〕

(1)目 標配分 システム

都道府県より配分された目標面積 を,各 農家に

配分するための各種シミュレーション機能を備

えています。この機能を利用することにより,

複雑な計画作業が大幅に軽減されます。

(2)米 穀管理システム

水田面積 と転作情報,収 穫情報,農 家世帯員と
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消費量等の情報により,出 荷可能数量を計算し出荷

限度数量管理を支援するシステムです。

(3)水 田転作管理システム

このシステムは国の水田転作システムを基本と

して設計されてお り,水 田の転作情報のデータ

ベース化により,年 間の作付け状況が常に管理

できます。現地確認による作付け情報を入力す

ることにより随時転作作物別面積や団地別面積

が確認できる等より適正な管理が可能です。

〔その他〕

(1)税 務情報システム

固定資産税業務 と農業所得業務に対して,課 税

申告相談に利用するための資料のプ リン トおよ

び情報交換をします。

(2)共 済情報システム

農業共済連の水稲共済細目情報 を提供するシス

テムです。

3.農 政情報の一元管理による全体効果

(1)事 務の効率化が図れます。

重複する事務や単純事務が省略 され,事 務の合

理化,適 性化が図れます。

・常に最新の情報が得られるので,申 請書類など

作成が容易で的確になります。

・各種統計資料が容易に作成できます。

・農家への重複 した調査等がな くな ります。

(2)行 政事務の一貫性が図れます。

農政各部門のデータが統計的に活用され,情 報

の信頼性が向上 し,正 確 なデータ管理が行 えま

す。

・農地の情報管理が統一されることにより他部署

の情報が得られたり,他 部署へ提供できること

により,経 営指導,税 務指導等についても一貫

性が保てます。

(3)市 町村 と関連機関とのスムーズな連携ができ大

幅な事務合理化が図れます。

・調査等に正確性が保持 され,ト ラブルの解消や

不公平の是正が図れます。

農業委員会

農家世帯管理

農地管理

農業者年金管理
農業委員選挙管理 ＼

税務課

農業所得関連

資産税関連

/

農業行政システム

農 業行政 情報

デー タベー ス

/

＼

農政主管課

目標配分システム

米穀管理

水田転作管理

水稲共済情報

4.今 後の農業行政システム

現在,NOSEIは 全国で40団体を越える市町村で稼

働 してお り,稼 働後 も様々な要望が上がってきてお

ります。これらの要望 を取 り入れなが ら自己成長さ

せ ることがシステムの善 し悪 しを決める重要なキー

ポイントだと私 どもは考えてお ります。今後の開発

計画は,帳 票類のA4版 化,地 図情報システムとの

連動等があ ります。 まだまだ課題は残 されてお りま

すが,今 以上のシステムを提供できるよう開発努力

していかなければと意欲に燃えヱお ります。
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新たな情報処理技術者試験制度による試験の概要

情報処理技術者試験センター

1.新 たな試験制度の発足

近年における情報技術の飛躍的進歩,す なわちダ

ウンサイジング,オ ープン化,分 散環境,マ ルチメ

ディア等の新たな技術革新が急速に進んでいる中で

情報サービス産業が多面的かつ高度の役割を果たす

にあたっては,こ れまでのシステムエンジニア とい

った単一の人材にその役割を求めるのは困難であり,

専門分野に特化 した豊富な経験 と高度な専門知識 ・

技術 を備えた技術者の育成が必要 となり,ま た,エ

ン ドユーザにおいても情報システムへの接近のメリ

ッ トを最大限享受するため,エ ン ドユーザコンピュ

ーティングをリー ドする人材が必要 となっています
。

こうした流れの中で,通 商産業省においては,今 後

期待 される新たな情報処理技術者の育成 を総合的に

推進するために,平 成5年5月 の産業構造審議会情

報産業部会情報化人材対策小委員会の最終報告を受

けて,情 報処理技術者試験制度の改定(平 成6年1

月11日)を 行いました。 この改定により平成6年10

月の秋期試験から新たな試験制度がスター トす る運

びとな りました。

この新試験制度の内容は,本 ジャーナルの1994年

No.84に 記 していますが,そ の骨子は次のとおりとな

っています。

①新試験区分は旧試験制度の5試 験区分から表1

のとお り11試験区分 となり,10月 の秋期試験及

び4月 の春期試験に分けて実施することにな り

ました。

②情報処理技術者を育成するよりどころとしての

標準カ リキュラムに準拠 した試験 とすることで,

更に教育 と強 く結びついた試験 となりました。

③第一種情報処理技術者試験については,試 験の

一部 を免除(免 除の範囲は午前に実施する多肢

選択式試験)す る制度が導入されました。

2.初 回試験(秋 期試験)の 実施状況

新 しい試験制度による最初の試験とな りました平

成6年 度秋期 試験 は,平 成6年10月16日 に実施 しま

したが,そ の試験 区分別 の応募者,受 験者及び合格

者の状 況は次の とお りです。

(1)応 募 者の状況

応募 者の特徴 としては,シ ス テム監査 の応募者 は

新 設のアナ リス ト試験(応 募者8,156人)の 影響 もあ

って,7,464人 と前 年 の 旧 試 験 の11,900人 に 比 べ

4,436人 の減少 となってい ます。

ネ ッ トワー ク試験の応募者は35,902人 で,前 年の

旧試験のオンラインの45,483人 に比べ9,581人 の減少

となっています。 ネ ッ トワー クと前年 のオンライン

の勤務先別応募者 をみ る と,学 生の応募者 はオンラ

インで5,834人 で全応募者に対する構成 比が12.8%に

対 して,ネ ッ トワー クでは2,956人 で全応募者に対 す

る構成比は8.2%と な り,応募者数 で2,880人 の減少,

構成比 で4.6%減 少 してい ます。

アプ リケー シ ョン試験 の応募者は31,674人 で,前

年の 旧試験の特種 の31,685人 とほぼ同数 となって い

ます。

第二種試験の応募者は,132,199人 とな り本年度春

期試験 の167,035人 よ りも34,836人 減少 して います。

この応募者の減少は,勤 務先別の構成 で比べて も特

に大 きな変化がないこ とか ら,平 成5年 か らの減 少

傾 向が その まま続いていること,更 に新設 されたア

ドミニス トレー タへ の転向が影響 しているもの とみ

られます。

ア ドミニ ス トレー タ試験 は,エ ン ドユーザ コン ピ

ュー ティングを推進す る役割 を もってい る人材 であ

りますが,こ の試験は,そ の初級の位 置付 けで,自

らもパ ソコン等の表計算 ソフ トやデー タベー スソフ

トを利用 し,ま た所属 す る部 門内或いはグループ の

情報化 を利用者の立場 か ら推進 し実施す る人材の試

験であ ります。 この ように今 までの情報処理技術者

試験 の対象者 とは異なる人材 を対象 とす る試験で あ

るため,そ の動向が注 目されてい ましたが,応 募者

は40,316人 とな りました。(以 上表2参 照 のこ と。)
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表一1実 施する試験区分

実施時期 試 験 区 分 受 験 資 格

システムアナ リス ト試験 当該年度の4月1日 現在27才 以上

システム監査技術者試験 当該年度の4月1日 現在27才 以上

秋期試験
アプ リケー シ ョンエ ンジニア試験 当該年度の4月1日 現在25才 以上

ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト試験 な し

第二種情報処理技術者試験 な し

システムア ドミニス トレー タ試験 な し

プロジェ ク トマネー ジャー試験 当該年度 の4月1日 現在27才 以上

システム運用管理 エンジニア試験 当該年度の4月1日 現在25才 以上

春季試験
プロダ クシ ョンエ ンジニ ア試験 なし

デー タベー ススペ シャ リス ト試験 な し

第一種情報処理技術者試験 な し

第二種情報処理技術者試験 な し

(注)第 二種試験は,春 季 ・秋期 とも実施

表一2試 験区分別の応募者数,受 験者数,合 格者数

システムアナ リス ト システム監査 アプ リケーシ ョン

エ ンジニ ア

ネ ッ トワー ク

スペ シャリス ト

第二種 システムア ド

ミニス トレー タ

合 計

応募者数 8,156 7,464 31,674 35,902 132,199 40,316 255,711

受験者数

(受験率)

5,027

(61.6%)

4,105

(55.0%)

16,879

(53.3%)

19,636

(54.7%)

92,152

(69.7%)

■

33,328

(82.7%)

171,127

(66.9%)

合格者数

(合格率)

353

(7、0%)

206

(5.0%)

673

(4.0%)

750

(3.8%)

21,232

(23.0%)

、

12,234

(36.7%)

35,448

(20.7%)
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(2)合 格 者の状況

① 試験地(全 国55地 区)別 合格者の構成

東京お よびその周辺(埼 玉,千 葉,東 京,八

王子,横 浜,川 崎,厚 木)の 割合が圧倒的に 多

く,ア ナ リス ト試験 では237人 で全体の67.1%,

システム監査 試験では131人 で全体 の63.6%,

アプ リケー シ ョン試験 では384人 で全体 の57.1

%,ネ ッ トワー ク試験では514人 で全体 の68.5

%,第 二種試験 では10,516人 で全体 の49.5%,

ア ドミニ ス トレー タ試験 では5,570人 で全体 の

45.5%と な ってい ます。

また,平 均合格率 が36.7%と 高率 となったア

ドミニ ス トレー タ試験 で合格率 が50%を 超 えて

いる地区は,川 崎(62.5%),神 戸(58.4%),

高知(56.8%),八 王子(56.5%),横 浜(52.7

%),東 京(51.2%),京 都(51.2%),新 居浜(50.0

%)の9地 区 となってい ます。

②勤務先別合格者の構 成

勤務先別 の合格者の特徴 は,ソ フ トウェア企

業がア ドミニス トレー タ試験以外 の5つ の試験

区分 において,他 の どの勤務 先 よ りも大 きな構

成比 を占めてい ることです。 また,ア ドミニス

トレー タ試験では,情 報処理関連企業以外 の一

般企業 ・団体 に勤務す る方 の合格者 に占め る構

成比が26.1%と いう高率 を示 していることです。

勤務先別 応募者 ・合格者 構成比(平 成6年 度 秋期)

アナ リス ト

監 査

ア プ リケー シ・ン

ネ ヲ トワー ク

第 二 種

ア ドミニ ス トレー タ

●LO20304●5■8eT・8・90`・.S

ア ナリス ト

監 査

ア プリケー ンilソ

ネ ッ トワー ク

第 二 種

ア ドミニ ス トレー タ

.2

・1020S・4・5e60TO.0901●e駕

③情報処理業務 の経験年数別合格 者の構成

アナ リス ト試験では,経 験年数10年 以上 の層

が71.4%と い う高率 を示 しています。

システム監査試験 では,経 験年数10年 以上 の

層が59.8%を 示 し,前 回の システム監査試験 の

51.1%と 比べ て8.7%上 回ってい ます。

アプ リケー シ ョン試験 では,経 験年数が10年

以上 の層が26.3%を 示 し,前 回の特種の試験の

20.2%と 比べて6.1%上 回 り,逆 に5年 未満が6.3

%下 回 っています。

ネ ッ トワー ク試験 では,経 験年数 が5年 か ら

10年 未満の層 が39.7%と 前 回のオ ンライン試験

の26.4%を13.3%上 回 り,5年 未満が23.0%も

下 回ってい ます。

高度情報処理分 野の試験 では,受 験者 の経験

年数が大 いに役立つ と思 われ ます。

第二種試験 では,業 務経験 を"な し"と した

層が38.2%あ り,前 回の第二種試験の54.3%と

比べ て16.1%も 下回 り,5年 以上の経験年数 を

持つ層が21.1%も 上 回 りました。 これは,新 試

験 におけ る第二種試験の合格率が23.0%と い う

高率 であったこ との一因 と考 え られ ます。

ア ドミニス トレー タ試験では,業 務経験 を"な

し"と した層が12.0%を 示 し,次 に5年 未満の

経験が あるとした層が31.7%を 示 しています。
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④従事 業務別合格 者の構成 等

アナ リス ト試験 では,受 験者 の うち情報処理

関係 業務従事者 が4,169人(82.9%)を 占め,そ

の内訳は システム企画 ・計画従事者1,744人,シ

ステム設計従事者828人,プ ロジェ ク ト管理従事

者810人 とこの3部 門で81.1%を 占め,合 格率 は

システム企画 ・計画従事者が9.3%と 高 く,合 格

者の構成比 も55.7%と なっています。

システム監査試験 では,受 験者の うち情報処

理 関係業務従事者が3,260人(79.4%)を 占め,

システム設計従事 者780人,プ ロジェク ト管理従

事者778人,シ ステム企画 ・計画従事 者579人 と

この3部 門で65.6%を 占め,合 格率 は システム

監査従事者が7.9%と 高 く,合格 者の構 成比は シ

ステム設計従事 者が25.1%と な ってい ます。

アプ リケー シ ョン試験 では,受 験者 の うち情

報処理関係業務従事者 が14,987人(88.8%)を

占め,そ の 内訳は システム設計従事者7,659人,

プ ログラム開発従事者2,708人,プ ロジェ ク ト管

理従 事者1,447人 とこの3部 門で78.8%を 占め,

合格率 は システム企画 ・計画従事者が8.0%と 高

く,合格者 の構 成比 もシステム設計従事 者が56.1

%と なってい ます。

ネ ッ トワー ク試験 では,受 験者の うち情報処

理 関係 業務従事者が14,069人(71.6%)を 占め,

その内訳はプ ログラム開発従事 者4,430人,シ ス

テム 設計従 事 者3,670人,シ ステム運用従 事 者

1,272人,ネ ッ トワー ク技術 支援従事 者1,195人

とこの4部 門で75.1%を 占め,合 格率 はネッ ト

ワー ク技術支援従事者が12.5%と 高 く,合 格 者

の構成 比 も26.3%と なってい ます。

第二種試験 では,受 験 者の うち情報処理 関係

業務従事者が37,622人(40.8%)を 占め,そ の

内訳はプログラム開発従事者17,473人,シ ステ

ム 設計 従 事 者6,104人,シ ステ ム 運 用 従 事 者

5,218人 とこの3部 門で76.5%を 占め,合 格率 は

システム設計従事 者が32.2%と 高 く合格者 の構

成比 はプ ログラム開発従事者が23.0%と なって

います。

・女性の受験者の構成比 は19 .8%,合 格率 は19.3

%,合 格者の構成 比は16.6%で す。

・学生の受験 者の構成比は44 .4%,合 格率 は17.2

%,合 格 者の構成比 は33.2%で す。

ア ドミニス トレー タ試験では,受 験者の うち

情報処理 関係業務従事者が7,621人(22.9%を 占

め,そ の内訳はプ ログラム開発従事者1,864人,

システム設計従事者1,159人,シ ステム運用従事

者1,501人 とこの3部 門で59.4%を 占め,合 格率

は システム設計従事者74.9%と 高 く,合 格 者の

構成 比はプ ログラム開発従事者が9。9%と なって

い ます。

・女性 の受験者の構成比は22 .3%,合 格率 は25.3

%,合 格者 の構成比は15.4%で す。

・学生 の受験者の構成 比は52 .8%,合 格率 は16.1

%,合 格者の構成 比は23.2%で す。

情報処理業務の経験年数別 応募者 ・合格者 構成比

(平成6年 度 秋期)

co ww)

経験㊧し1年 未満1～3年3～5牢5～1{nf;{O～15Si!15{W上

co (創G者〉

経験なし1年 繊 艮～3年3～5年fi～10tfle～15年15靴

罵 アナリスト

■ 監査

Uア プリケーシ●ン
筒 ネvト ワーク
損 冑㈱
■ アドミニrストレータ
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産学連携の実態

平成6年 度に行われた産学連携に関する調査結果

が出たのでその一部を紹介する。

産学連携の重要性については,平 成5年 に発表さ

れた産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小

委員会の提言にもあるように,情 報処理教育 と実務

の連続性が求められている。そのためには,産 業界

と教育機関等との間で教員や学生等に向けた実務教

育の場の確保が重要である。

本調査 レポー トは,中 央情報教育研究所が昨年末

に企業の情報処理部門と学校の教務部門に対 して行

ったアンケー ト調査の結果を取 りまとめたものであ

る。

1.企 業

アンケー トは全 国の一般企業および情報産業2 ,808

社 に対 して発送 し,431社 か ら回答が得 られた。

産学連携 を大 き く分け ると,共 同研 究,講 師派遣,

施 設の提供,体 験教育等があ るが,今 回は教員や学

生 ・生徒 の企業実習に重点 をおいて調査 した。

産学連携の実施状 況につ いて見 る と21%の 企 業が

なん らかの形で産学連携 を実施 しているが,産 業別

に見 る と情報サー ビス業が41%実 施 してい るのに対

し,一 般 企業 は14%し か実施 していない。

実施 内容 では,学 校 か らの実 習生 の受 け入れが最

も多 く,次 いで学校 への講師派遣,共 同研究等 とな

っている。

図 一1.1産 学連 携 を実施 して い ますか?

(有効回答)
0103080'05060†0●0■0100文

全 体

情報サービス業

情報サービス集以外

てい

難離
郷

鱈(431社)

(120社)

(311社)

図 －t.2産 学連携 の 実施 内容 は?(複 数回 答 ・回答 件数)

㈲"

60

`e

1⑲

8e

tO

これら産学連携の実施に向けた学校に対する要望

では,実 施時期や期間といったものの克服が最 も多

く,次 いで実習生の質の確保,企 業実習に密着 した

情報サービス業

情報サービス業以外

業務や知識を前提 として有 していること等を挙げて

いる。 また,産 学連携に向けた社内的な制約条件 と

しては,時 間的制約の克服が最 も多く,次 いで教育
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担 当者の確保,上 層部の承 認等 をあげてい る。

産 学連携におけ る実習生 の受 け入れに よるメ リッ

トとしては,リ クルー トが最 も多 く,次 いで社会的

評価,実 習生 の実力把握等 となっている。 これ を情

報 サー ビス業 と一般企業 とで比較す る と,情 報サー

ビス業 が リクルー ト,社 会的評価,実 習生の実力把

握等 であるの に対 し,一 般企業は社 会的評価,リ ク

ルー ト,実習生の実力把握 等 をメ リッ トと してい る。

」■PDECREPORT

また,こ れ ら実習生の受 け入れに当たっての問題

点 としては,指 導時間の不 足が最 も多 く,次 いで指

導者が確保 で きない,実 習時 間が短 い等 をあげてい

る。

これ ら企業側 の負担が 多い実習生の受 け入れ の今

後につ いては,現 状維持が80%近 くになってお り,

よほ どの努力や方法 を講 じない と学校が望 んでいる

形 の産学連携 の推進が困難であ ることが分か る。

図一1.3企 業 側 に どの よ うな条件 が揃 えば,学 校 か らの実 習生 ・研 修生 を受 け入れ ますか?(複 数回答 ・回答件 数)

155
es}'eo[

041

021

001

あぷ でが警 あ頑 ぷ
欝的 羅墾 瓢男 ㍊

ぱ 者 ぱ保

でが欝;
き拡 ・ 他
れ完投
ば 備

(有効回答:257社)

淵 全 体

情報サービス集

情報サービス業以外

図 一1.4実 習生 ・研 修生 の 受 け入 れ につ いて,今 後 と う して い く予 定で すか?

2.学 校

全 体

情報サービス業

情報サービス業以外

(有効回答)
010203e4050eo7080ge100驚

工区]… 社・

・gll、 β 「 、29社,

■ 今後はもっと拡大していきたい 灘 現状を維持する

縮小していく 口 その他

ア ンケー トは全 国の高校(260校),専 門学校(151

校),高 専(62校),短 大(60校),大 学(165校)に

対 して発送 し,そ れ ぞれ124校,96校,37校,19校,

66校 か ら回答が得 られ た。

産学連携の実 施状 況について見 ると,71%の 学校

が何 等かの産 学連携 を実施 してい る。実施状況 を学

校種別 に見 ると,高 校 が58%,専 門学校が79%,高

専 が92%,短 大 が42%,大 学 が79%と なってい る。

産学連携 の形態 につ いて見 る と,企 業か らの講師

招へ いが最 も多 く,次 いで実習生の派遣,情 報 交換

等 となっている。更に これ を学校種別 で見 ると,高

(21社)

校,専 門学校は企業からの講師招へし、が,高 専は実

習生の派遣が,短 大は情報交換が,大 学は共同研究

がそれぞれ最 も多い。これを専門学校について見る

と,企 業からの講師招へいが最 も多く,次 いで情報

交換,実 習生の派遣等 となっており,最 も専門学校

が望んでいる実習生の派遣や講師の企業研修は高専

や工業高校 と比べ低い。

学校側が望んでいる企業実習の条件について見る

と,適 切な企業か らの申し出が最 も多 く,次 いで希

望業務の実習,教 育担当者の確保等 をあげている。

産学連携の実現方法について見ると,学 校側から

の積極的なアプローチが最 も多く,次 いで企業から
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のアプ ローチ,上 層部 どうしの コネ クシ ョン等 をあ

げてお り,と にか く産学連携 の実現 には,学 校 側の

努力が必要 なことが分 か る。

研修 先について見 ると,製 造業 が最 も多 く,次 い

で情報サー ビス業,運 輸 ・通信 ・電気 ・ガス業 等 と

なってい る。

研修期 間お よび時期 につ いて見 る と1～3カ 月が

最 も多い。実施 時期 は夏休み期間 中が最 も多いが,

専 門学校 は例外 で特定期 間が最 も多い。

図 一一2.1産 学 連 携 を 実 施 し て ま す か?

010.20804050SOTOSO90100駕

全 体

商業高校

工業高校

高校全体

専門学校

高等専門学校

規期大学

大 学

(有効回答)

(342校)

(66校)

(58校)

(124校)

(96校)

(37校)

(19校)

(66校)

行っている … 行っていない

図一2.2産 学連携の実施内容は?(複 数回答可/回 答件数)

企業から購師を招く

企業への実習生の派遣

情報交換会等の会合の開催

企泉との共同研究 ・開発

企業への鯖節派遣

教員の企業研修

企業からの実習生の受入

企業への設備提供

企集の設備の利用

上記以外の産学連携

0 20 40 80 8e 100120140 t60㈹

..』.i:1…・: 」42』:=:
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l

(有効回答:342校)
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図一2.3企 業側にどのような条件が揃えば,企 業へ実習生を派遣 しますか?(複 数回答可/回 答件数)

週切な企集からの申出があれば

希望する業務の実習であれば

教育抵当者を確保してもらえるなら

費用の負担をしてもらえるなら

時間の拡大 ・指定ができるなら

内定者以外の受入をしてもらえるなら

複数の企集からの申し出があれば

場所・設備を拡充してもらえるなら

受入人数枠を拡大してもらえるなら

そ の 他

010to804e50 80TO8000100110120130(k)

図一2.4実 習生の派遣が実現したのは,ど のような方法によるものですか?(複 数回答可/回 答件数)

貴校の積極的なアプローチ

企業鱒からのアプローチ

貴校の関係者と会社上層部とのコネクシ・ン

富 ・公益団体の仲介

双方の利益が一敬 したから

その一

そ の 他

o 10 20 80 4e 50 80 70㈲

一26-一



」夏]PDEC』B函P④ 廊T

実 習 した業務 内容 につ いて見 る と,プ ログラム作

成 が最 も多 く,次 いでシステムの運用,ビ ジネス実

務等 となっている。 さ らに,実 習 内容 を学校 種別で

見 ると,全 学校 を通 してプ ログラム作成が最 も多 く,

2位 以下 につ いて見 る と,高 校 は システム運用 を,

専 門学校 は ビジネス実務 を,高 専 と大学はプ ログラ

ム設計 をそれ ぞれ主 な実習 内容 としてい る。

企業実 習に関す る受け入れ企業側の問題点 として

は,受 入体制 の不整備が最 も多 く,次 い で希 望業務

がない,指 導時間が少 ない等があげ られて いる。企

業実習に関す る共通 の問題 としては,実 習先不足 を

大半の学校 が指摘 している他,実 習時間や期間が少

ない ことも指摘 している。

教 員や学生 向けの企業研修 に対す る今後 ニー ズに

ついては,現 状維持が50%,今 後は拡大 が44%等 と

な ってお り,実 現 の困難 さか らか現状維持組が拡大

組 を上 回 ってい る。 また,学 校種別 で見 ると,拡 大

傾 向組 は,高 校,専 門学校,短 大で現状維持組 は高

専,大 学 となっている。

図一2.5実 習生が実習 した主な業務はなんですか?(複 数回答可/回 答件数)

0

プログラム作成

システムの遵用

ビジネス実務

プログラム設計

ドキュメント作成

据 査

製 品 企 画

そ の 他

le 2e 80 4e 別 60 ?。㈹

図 一2.6実 習生 の 派遣,教 員の研 修 は,今 後 ど う して い く予定 で すか?

(有効回答)
OtO20801050eO708090100駕

全 体
'44

,9
1…酬i撚 目'=1`

2.8(109校)

商業高校 (15校 〉

工業高校 (24校)

高校全体 46,2
.㍍

51 (39校)

専門学校

高等専門学校

短期大学

3.0(33校)

・.鱗・1灘羅 醗翼 翼馴蝋一 瓢

(23校)

(3校)

大 学 (H校)

る
を
す

状
持

場
維大

た
拡
き

は
と
い

後

っ
て

今
も
し

即 縮小
していく

口 その他

、

一27一



国際マル チ メデ ィアフ ォー ラムの報告

基 調 講演 「米 国 にお け るマ ル チ メデ ィア戦 略 とスマ ー トバ レー構 想」

スマー トバ レー公社 会長 ジ ョン ・A・ ヤ ング

鯛査部

本 日の私 の話 は,CD-ROMや ビデオゲーム
,テ

レビゲー ム,つ ま りア メ リカの 多 くの人がマルチ メ

ディアだ と思 ってい るような,こ ういったこ とにつ

いてお話 しをす るのではあ りませ ん
。マルチ メデ ィ

ア とい う言葉 はよ く使 う言葉ではあ りますが
,こ れ

は技術 では な く市場 なのです。

広帯域 ネ ッ トワー クの アプ リケー シ ョンの話 をし

たい と思 いますが,こ れ を情報基盤 とい う言葉 で説

明 します。その言葉 を使 って,様 々なアイデ ィアを

紹介 します。

さて,こ の情報基盤 とい うの はど ういった意味 を

持 っているの で しょ うか。ア メ リカにお きましては
,

少 な くともこの情報 基盤 とい う言葉 は一連の相互運

用可能 なコ ミュニ ケー シ ョン ・ネッ トワー クを指 し

ます。つ ま り,こ れに伴 うサー ビス も含 まれるわけ

です。情報機器 を使 ってネ ッ トワー クか ら情報 を抽

出 し,人 々が簡単に この情報 にア クセスで きるよ う

になる。 そ してニー ズに応 じて使 えるよ うに なる と

い うもので もあ ります。 また,同 時に広帯域 のネ ッ

トワー クをどの よ うな形でアプ リケー シ ョンに使
っ

て い くのか。実際の環境の 中で,ど の ような形で役

立ててい くのか とい うノウハ ウです
。

しか し,も っと重要 な点 として,皆 さんに是非お

伝 え した いと思 って いるこ とは 「この情報基盤 とい

っのは人である」 とい うこ とです。 つい技術者 は光

フ ァイバー とかATM交 換 とか そうい
った ものばか

りを問題 に します。 しか し,情 報基盤 を成功 させ る

ためには,人 が持つ新 しい価値観 を生み出す ことな

のだ とい うこ とです。それによって我 々の生活の仕

方,仕 事,学 習の仕 方 も変 わって くるとい うことに

な ります。 そ して,こ の価値観 の変革 において
,習

慣や考 え方,価 値,そ して人間関係 というもの も
,

時 とともに変わ って くるわけです。

1.ス マー トバ レー構想

今,ス マー トバ レー とい うのが,ア メ リカ各地で

起 こってい る情報基盤 のアプ リケー シ ョンとして試

み られている素晴 らしい典 型的 な例 ではないで しょ

フか。 そこで,ス マー トバ レー の構想 ,お よび実際

の活動,そ して実際 に余何が行われてい るか とい う

こ とを,お 話 ししたい と思 います。

スマー トバ レー とは,エ レク トロニ ック ・コ ミュ

ニテ ィを構築 し,将 来的 な競争力 を高めていこ うと

す るシ リコンバ レー での試みです。われ われが この
,

エ レク トロニ ック ・コ ミュニティ を作 ろ うと思
った

時,私 は,技 術 とい うの はそれ 自身で完結 していな

い。 それ 自身では不十分 だ と考 え ました
。技術は,

そのロー カルエ リアの中で より競争力 を上 げてい く

手段 であ って,目 的 では あ りませ ん。 技術 と実際の

アプ リケー シ ョンを知 ってい る人たちが協力す るこ

とに よ り,よ り競争力 のある環境が生 まれて くる と

考 え ました。

図 一1

SmartValleyVision
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実際に何 をするかですが,1992年 に現状 を調べ る

ための経済 アセスメン トを行 う集 団が結成 され ま し

た。産業界の方々,そ して公共部 門の13都 市か ら
,

また郡 か ら来た りー ダー の方々,そ して電 力会社や

テ レコ ミュニケー シ ョン,ケ ーブル会社 といった イ

ンフ ラス トラクチ ャー 関連 の企業 などが協 力す るよ

うになったわけです。そ して,こ の問題 を分析 して,
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オープ ンな形で話 し合 う場 には1000人 以上 の人が集

ま りま した。 この1年 間,17の タス クフォー スに分

かれ参加 していただ き,44の 発案,イ ニ シア ティブ

を打 ち出 し,討 議 されて きま した。その結果 ,21世

紀 に向け た コ ミュニ ティへの青 写真 が出来上 が りま

した。 これ はほ とん どの仕事 がその次 に出て くるよ

うな長期規模 のガ イ ドラ イン とな りました。

2.シ リコンバ レー ・ネ ッ トワークの位置づ け

そのジ ョイン ト・ベ ンチ ャー として,シ リコンバ

レー ・ネッ トワー クがあ り,こ こか らな され るべ き

こ とが決定 され ました。雇用 の確保や将来的 な人材

の教 育 をシ リコンバ レー で行 お うとい うこ とにな り

ました。 しか し,そ の ためには対象 ご とに専門の イ

ンフ ラス トラ クチャーの開発 が必要 とな ります。 ま

た同時 に,事 業の運営 コス トを下 げ る必要 があ りま

す。 さらには,よ り魅 力のあ る協力的 なビジネス環

境 を打 ち立てなければ な りません。 また,既 存の産

業 を確保 し,半 導体や ソフ トウェア,コ ンピュー タ,

そ ういった産業 を伸 ばすの と同時に,新 規 の産 業 も

将来の こ とを考 えて成長 させ ていかなければな りま

せん。マルチ メディアソフ トウェア,環 境保全技術,

バ イオ技術 そ うい った非常 に興味深 い技術 をサ ポー

トしなければな らないわけ です。

図一2

JointVenture:SiliconValleyNetwork

3.ス マ ー トバ レーの活動 と組織

それでは具体的 にスマー トバ レーが この グループ

と協 力 しなが ら何 を してい るのかですが,ま ず,わ

れわれ の ビジ ョンは このエ レク トロニ ック ・コ ミュ

ニティを作 ってい こうとい うこ とです。その方法 と

しては,高 度情報 基盤 を発展,そ れ を奨励 し,わ れ

われの生活や仕事や学習が大 き く変 わってい くの を

助長 しようとい うものです。

シ リコンバ レー とい う特殊 な風土 を基礎 に してい

ますが,こ こでは技術 もノウハ ウに関 して も,と て

も変 わったや り方でで きるよ うな,そ ういった独 自

の環 境が整 っていたわけ です。 もちろん影響 を受 け

るのは政府,教 育,家 庭,企 業,ま た医療の分 野で

も同様 です。研究や移 動体通信 も含 まれ ます。 こ う

した分野すべてが1つ に まとまって動いてい くとい

うこ とに な ります。

それではスマー トバ レーの組織 を見てい きま しょ

う。 この 目的はベ ンチ ャー キャピタル とか,あ るい

は大 量の資金 を持 って いろいろな活動に資金 を提供

す るのではな く,あ くまで環境づ くりとい うことで

す。つ ま り,ネ ッ トワー クや ネ ッ トワー ク ・サー ビ

ス ・プ ロバ イダー,ア プ リケー シ ョンのデベ ロッパ

ー
,そ してエン ドユーザーが一緒になって明確 にな

った 目標 に向って進んでい くとい うもの です。

図一3
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このシ リコンバレー ・ネットワークの理事会はCEO,

関連非営利団体 の方な ど35人 で構成 されています。

スマー トバ レー もその中の1つ で,こ れ らが協調 し

なが ら,一 般的 なアジェンダを担 当 しているわけで

す。

ネ ッ トワー クに関 しては,シ リコンバ レーにはす

でに大変進 んだ ものが張 り巡 らされていますが,こ

れが アプ リケー シ ョンと連携 して動 いていかなけれ

ば な りませ ん。
し

アプ リケー ション関連 のプ ロジェク トとしては ,
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草 の根 レベルでのプ ロジェク トを推進 していきます。

基本的 には戦略 的なプ ロジェク トが 中心にな ります。

ジョイン ト・ベ ンチ ャー として シ リコンバ レーの役

員会 とい うのが あ りますが,さ らに関連 した組織 も

協力 して,こ の 目標 に向って いろい ろな活動 を展 開

して います。

さて,連 携関係 につ いてですが,シ リコンバ レー

においては広範な連携 関係 があ ります。 まず,シ リ

コンバ レー ・ネッ トワー クがあ ります。マ ルチメデ

ィアの開発担 当グループ もあ ります。 それか らワイ

ヤ レス ・コ ミュニケー シ ョンの連携やバー ネ ッ トな

ど電力関係 もあ ります。 これ らが インターネ ッ トで

つ なが って います。 また,ス タ ンフォー ド大学は シ

リコンバ レー にお いて大変重要 で,常 に1つ の 中心

として活動 して きま した。情報 技術 の中心 であ り,

大学 としての リソー スを持 ち,コ ンピュー タ先端部

門 もあ り,そ の他 いろいろな技術 的な問題 に取 り組

む所 です。 カ リフォルニ ア ・リサーチ ・ア ン ド ・エ

ンジニ ア リング・ネ ッ トワー ク(CalREN)と い うの

もあ ります。 これは何億 ドル規模,何 十億 ドル規模

といった もので,シ リコンバ レー地域 の電話会社が

関連 してお ります。NASAAmeと い うのは,航 空

宇宙関係 のラボです。 ロー レンス ・リバモア国立研

究所 は年間当た り10億 ドル規模 で研究開発 を行 って

い る施設で,エ ネルギー省の関連施設 です。 こ うい

った リソー スがふんだんにあ る。信 じられないほ ど

の才能が豊富 にここに集 まっているとい うことです。

これ らを動員す ることに よって,こ の地域社会,思

考 型の 目標が実現 され るとい うことが期待 されます。

図 一4
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ス マ ー トバ レー の 現 会 員 は,イ ン テ ル,ビ ュ ー レ

ッ ト ・パ ッ カ ー ド(HP),IBM,AT&T,バ ン ク ・

オブ ・アメ リカ といった有名人録 といって もいいほ

どの メンバーが名 を連ねてい ます。優 良企業 と大規

模,中 小規模 の様 々な施設,機 関が集 まっています

が,こ れ こそが,大 変重要 な点 です。つ ま り,こ の

メンバーは,目 標 を達 成す るため には,協 調 しかな

い とい うこ とを認識 してい るわけです。 まず,よ り

良い ビジネス環境 とい うものが この地域 には整 って

い ます。 それが1つ の合理性 となって,こ うした企

業が集 ま り,さ らにはそれを越 えて,こ うした初期

の イノベ ー ター,革 新者 になる という見通 しを確信

したわけです。それか らまた,こ のネ ッ トワー クや

サー ビスは どういったものが必要 なのか。 このアプ

リケー ション を完成 させ るために,ど うい うものが

必要 か とい うアイデアがす でにあ って,そ れ を世 界

的 な規模 に当てはめ,新 しい競争力に関す るアイデ

アを得 る。それに よって 自らの競争力 を高め るこ と

が で きる とい うこ とです。 そ してそれは協調 し,か

つ競争 し,し か も新 しいア イデア もあれば,21世 紀

へ向けての新 しい製 品づ くりもで きる とい うわけで

す。

図 一5
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4.ス マー トバ レーを支 えるア プ リケ ーシ ョン

次 に,ネ ッ トワー クに関 して,そ して スマー トバ

レー を可能 に したア プ リケー ションにつ いて紹介 し

ます。INSで すが,こ れは この地域全体 で利用可能

です。例 えば,地 元の電話会社 を通 じて,私 の家 で

は,月 額19ド ルでISDNに 接続す るこ とがで きます。

広帯域の接続 をイン ター ネ ッ トに対 して も,自 分 の

家か らつ な ぐことがで きるとい うの は大変ユニー ク

な点です。家庭 をオフィス として使 えるわけです。

またCATVも あ ります。ア メ リカにおけ る2大 ケ

ーブルテ レビ会社が組 んで何 千世帯 とい うこの地域
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社会の家庭に対 して トライアル を行 い,そ の中で双

方向のエ ンターテイ メン トのプロ ジェ ク トが どうな

るか とい う実験 を進め てい ます。

ベ イエ リアに,ギ ガビ ッ ト ・ネ ッ トワー クとい う

ものが あ ります。TCI・ デ ジタル ・ビデ オの実験 す

でが,こ こで進めて います。 さらにパ ックベ ル ・コ

ンシューマー ・ブ ロー ドバ ン ド・ネ ッ トワー クとい

うのが広 く進め られていて,90%以 上 の地域 が今や

光 ファイバーで結 ばれているの です。 このよ うな基

盤の上 で現在66の アプ リケー シ ョン ・プ ロジェク ト

が展 開 されよ うとして います。

図一6
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それでは,そ の中の6大 重要プ ロジェク トにつ い

て紹介いた します。、

(テ レコ ミューテ ィング)

まず,最 初 にテ レコミューテ ィングです が,こ れ

は大変新 しいものです。これは12社 から選ばれた1,400

人 の従業員が組織化 されたいろいろな実験の 中で テ

レコ ミュー ティング,つ ま り,1週 間 あた り何 回か

の通勤回数 を削減 す ることによって,コ ス トを減 ら

し生産性 を上 げ るとい う実験 に参加 してい ます。広

帯域 のネ ッ トワー クを使 って,家 庭において もオフ

ィス と同 じ,あ るいは それ以上の豊かな作業環境 を

実現 しよ うとい うもの です。あたか も皆 が同 じテー

ブルにつ いて仕事 をしてい るかの ような分散型作業

環境 を実現す るとい うことで,成 功裡 に進んでい ま

す。生産性 の改善 につ いて12～13%上 昇 した と報告

されてい ます。 さ らに満足度 に関 しては大変 高い と

い うこ とです。

(エ レク トロニック ・コマース)

もう1つ はエ レク トロニ ック ・コマー ス と呼ばれ

ているもので,イ ンター ネ ッ トを使 っています。エ

レク トロニ ック ・コマー スの 目的 は電子的に カタロ

グを使 って販売やマー ケティングを行 ってい こうと

い うもので,公 開入札や購入 をネ ッ トワー ク上 で行

え るように しよ う。 そ してペーパーのないシステム

を作 って,エ レク トロニ ック会社 が協力 できるよう

に しよ うとい うもの です。 製造関係の人 たちもネ ッ

トワー クを使 って非常 に迅速な製造 を行 っていこう。

これはつ ま り製造業 者 とその他の企業が協 力 して,

ファイル を共有 した りデー タをネ ッ トワー ク上 で共

有す ることに よって,ペ ーパーの仕事 をな くしてい

くとい うものです。

(ジ オ ・グラフ ィック ・イ ンフォメーシ ョン)

次に,そ の他 の スマー トバ レーのアプ リケー ショ

ンを見てみたい と思い ます。 ジオグラフィック ・イ

ンフォ メー ション ・システムが あ ります。地理情報

システム と呼 ばれ ている もので,非 常 にお もしろい

地理 関係 の情報共有の システムがあ ります。

バ ッジャ(BADGER:BayAreaGEoResource)

とい うものがあ ります。 インター ネッ トをベ ースに

して,ジ オグラフ ィックの地理的 なベ イエ リアのデ

ー タをビジュア ライズす るこ とがで きるわけです
。

これはNASAと のパー トナー シップで行われました。

これには,電 力会社,都 市,市 議会,そ して都 市分

析,環 境関係 の機関 とい ったユーザーが います。

(ス クール ・インターネ ッ ト・プ ロジェク ト)

もう1つ が スクール ・インター ネッ ト・プ ロジェ

ク トです。 これは全 国的な 目的があ りまして,ア メ

リカのすべ ての学校 を2000年 までに,イ ンターネ ッ

トで接続 しようとい う構想です。 これ に基づ いて,

シ リコンバ レーではサンタクララ郡の約350の 学校 を

まず インターネ ッ トに接続 し,近 代的 な リサーチ ・

ツール を使 って教育 を行 うとい うこ とです。 これ も

パ ー トナー シ ップの も とで ,さ まざな教育 ネ ッ トワ

ー クや学校が参加 し
,ス マー トバ レー を介 して実現

の ために協力 してい ます。

(パ ブ リック ・アクセス ・ネ ヅ トワーク)

ア メ リカにおいては,国 民は,基 本的 なコ ミュニ

ケー ションサー ビスを受け る権利があ るとうたわれ

てい ます。 しか し,新 しいサー ビスや ネ ッ トワー ク

が出て きた時代 にお いては,す べ ての家庭 にこれ ら

の ものを提供す る とい うことは現実的 ではあ りませ

ん。 そこで,ど う実現す るかですが,公 衆電話が あ

るよ うに,パ ブ リック ・イ ンター ネッ ト・ア クセス

が学校 の図書館や他 の公共施設に置かれ,利 用 でき
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ればよいわけです。いわば,キ オス ク型の広範 なサ

ー ビスの普及 によって実現が可能 とな ります。 シ リ

コンバ レーでは,す でに コンピュー タ小売業者の店

舗 にパブ リック ・ア クセス ・サー ビスの端末 を設置

し,こ うしたサー ビスの提供 が始 まっています。

(医療)

最後に,医 療分 野につ いてご紹介 してみたい と思

い ます。 これは遠隔か らの コンサルテー シ ョン,支

援がで きるとい うもので,主 要 な医学部 であ るスタ

ンフォー ド大学病院が参加 し,マ イノ リティの人た

ちの地域社 会,あ るいは老 人ホー ム,ま た私 立病 院

な どと協力 して,ス タンフ ォー ドの リソー スを利用

し参照 す るこ とで,い わゆ るプ ライマ リー ・ケア を

市民に対 して提供 していこ うとい うもの です。医療

費は,ア メ リカでは今や一 大問題 となっています。

この問題 につ いて検討す る人 たちは,お そ ら くは病

院 あるいは医師の元へ通 うその半分は不必要 ではな

いか と考 えてい ます。家庭 あ るいは仕事先か ら適切

な遠隔医療の よ うな リンクさえあれば解決 で きる と

考 えてい るわけ です。 その可能性 を探 っていこ うと

い うのが この試 みです。 その他,草 の根 レベ ルのプ

ロジェ ク トがい ろいろあ ります。

5.産 ・官の協力 と役割分担

今 までの ところ どうい うこ とが分 か ったか と申し

上げ ます と,ま ず,シ リコンバ レー として,こ の ジ

ョイン ト・ベ ンチャー とい う観 点か ら見 ます と,産,

官の協 力は可能であ る。 しか し,常 に対話 を継続す

るこ とが重要 である。エ レク トロニ ック ・コミュニ

テ ィとい うのが どうい うものか,お 互 いに常 に対話

しあって同 じ方向に仕事が できるように協調 す るこ

とが重要だ とい うこ とです。

最後 に この情報基盤 に関 して,私 は産 ・官の協力

が必要だ と考 えています。 そこで ここで行 われてい

ることは,政 府の役割 です。政府 の役割は 「か くあ

るべ き」,そ して 「か くあることが できる」とい うも

の です。 まず,高 度情報基盤のニー ズについて明 ら

か にす るこ と。人々が 「なぜ これが貴重 なのか」分

か るようにす る。つ ま り,情 報化時代 とか情報化時

代 のツー ル とか いわれて いますが,例 えば21世 紀に

おけ る競 争力あ る社会 とは どうい うことか,分 か る

ようにす る。それがで きるのは政府だけです。

政府 は,市 場が正 しく機能す るように しなけれ ば

な りませ ん。 いろいろな規制や法的要件 な どの障壁

が あ りますが,こ れでは市場 がガチガチに なって し

まい ます。 もし障壁があれば,な か なか進 まないで

しょう。政 府は研究や大規模 な実験に対 して資金 を

提供す るこ とがで きます が,こ こでの キーワー ドは

競争 に関連 しないもの,ま た一般的 な もので なけれ

ばな りませ ん。最終製品 を人々に提供 す るのが政府

の役 割ではあ りませ ん。 しか し,そ れ を実現 す る技

術 に対 して資金 を出す ことはで きます。 また,政 府

とい うのは強大 な調達力 を持 ってい ますか ら,こ れ

を教育 や医療,防 衛 といった分 野において使 うこ と

は可能 です。

一方 ,民 間の役割ですが,少 な くともアメ リカに

おいては,民 間こそが基盤づ くり,そ してその運用

の主体 だ と思い ます。実際 にこの基盤 を作 るとい っ

のは民 間の役割 です。協 力 とい うのが キーです。労

働 者の側,そ れか ら政府,大 学,企 業 間グループ,

ユーザー,そ れ らが一緒 になることに よって適切 な

環境 を作 るこ とがで きるわけです。 そ して人々に対

して 「新 しい市場 はどうい うものなのか」 を分 か っ

て もらう。それは民間企業の役割 です。 また,草 の

根 レベルの消費者関連 の動 きというのは,コ ス トを

下 げて人々が十分 利用で きるものに してい くとい っ

意味で大変重要に な ります。

最 後に将 来の展望,私 見ですが,情 報基盤 に関 し

て どの ように考 えているか。 まず,実 にエキサイテ

ィングなアプ リケー ションがエ キサ イティングな未

来 をもた らして くれ る といわれてい ます。 もちろん

大規模 の投 資 をしていか なければな りませ ん。今や

企業が リス トラや生産基盤 のシフ トを行 ってお り,

これが業界全体 の再 編につ なが っています。 それか

ら,ネ ッ トワー クやアプ リケー ションの開発努力が

加 速化 してい ます。標準化やい ろい ろな業 界にまた

が る活動が大変な勢 いで進 んでいます。一方,規 制

環境 は とい うと,そ の変化 はあ まり速 くはあ りませ

ん。 これ こそが大 きな障害 になって しまうのではな

いか。む しろこれ こそがアプ リケー ションの展 開を

決定す るもの になるのではないか と思い ます。 それ

か ら,も ちろん誰1人 として全部 を解決 できるとこ

ろはない とい うこと。GIIと い うのは魅力的です。ク

リン トン政権においては,Gnに 関 してG7会 議 を1995
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年2月 に開 き,そ の中でいかに グローバルな形 でや

って い くかについて検討 す るこ とにな ってい ます。

私 の考 えでは 日米の協 力が必要 です。 それ によって

開発 を加 速化 し,相 互運用性 を高め,そ してその能

力 を実現 して くれ るで しょう。 これがユーザーの求

めてい るものです。

図 一7
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この講演録 は,情 報化 月間行事 として10月24日(月)

に開催 した 「国際マルチ メディアフォー ラム」の基

調講演 をまとめた ものです。

なお,当 「国際マルチ メディアフォー ラム」の全

ての講演録 を取 りまとめ,ご 希望の方に実 費にて配

布 してい ます。(JIPDECだ よ り43ペ ー ジを参照 して

下 さい。)

⑱
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人工生命研究の課題 と展望に関するワークショップの報告

Aい フ ァジ ィ振 興 セ ン ター

1.概 要

AIフ ァジィ振興 セ ンターでは,平 成6年 度調査研

究事 業 の テーマの一つ として,「 人工 生命(ALife:

ArtificialLife)」 を取 り上 げていますが,そ の一環

として1995年1月10日 に メルパ ル ク東京(郵 便貯金

会館,東 京)に 於 いて,標 記ワー クショップを開催

いた し意見交換 をいた しました。

本 ワー クシ ョップのプ ログラムは 〈図 〉に示 す と

お りですが,議 論 を実 りある もの とす るため クロー

ズ形式 とし,日 本国 内におけ る本分野の第一線の研

究者60余 名 に参加 を呼 びか け,そ の内36名 の参加(事

務局 を含 めて42名)を 得 て,大 変活発 な議論 を交わ

す こ とが できました。

「人工生命」は,シ ステムの機能 を生物 の振 る舞

いや進化 の仕組み を取 り入れて実現す る手法の総称

として,米 国SantaFe研 究所 のChristopherG.

Langton氏 が1987年 に提 唱 した もので,ALife(エ ー

ライフ)と も呼ばれてい ます。人工生命の基本的 な

考 え方は 「システム全体 の振 る舞 いは,シ ステム を

構成 す る単純 な要素同士 が相互 に作用す るこ とによ

り生成 され る」 とい うもので,こ の要素 同士 を相互

作用 させ る手法 として,生 物の進化や振 る舞 い をま

ね します。 したが って人工生命 は,従 来の人工知能

(AI)研 究のアプローチ とは大 き く異 な り,シ ステ

ムが全体 として どの ように振 る舞 うべ きか を明示的

には記述 しない,い わば,ボ トムア ップアプ ローチ

を採 ります。

この ように,人 工生命は研 究が始 まって間 もない

ホッ トな研 究領域 と言えますが,現 在 の主要 な研究

項 目 としては,(1)遺 伝 的アルゴ リズム(GA:getic

algorithms),(2)発 生にかかわ るL--Systern,(3)

生物模 倣ア ーキテクチ ャを持つ 自律 ロボ ッ トーの3

つが考 え られ ています。

〔本項 は,日 経BP出 版 セ ンター「情報 ・通信新語辞

典95年 版」 を参考 に しました〕

2.ワ ークシ ョップでの議論

本 ワー クシ ョップでは,「ALは 新 しいパ ラダイム

とな りうるか?」 とい う挑戦的 ともいえるテーマ を

掲 げて,AI,生 物学,工 学 とい う3つ の分野 に関 し

て,各 分 野 とも,ま ず,コ ーデ ィネ ータの方々が先

進研 究の紹介や 各 自の意見 を述べ,そ の後,会 場全

体 によ り,忌 偉 のない,あ るいは,デ ィベ ー ト的な

議論 を展開 しま した。

本 ワー クシ ョプの論 点は,ま とめ られ報告書の一

部 に掲載 される予定に なってい ます。 そこで,こ こ

では,コ ーディネータの方々の解 説,主 張等 を紹介

す るに止めたい と思 います。

(1)セ ッシ ョン1:ALはAIの 新 しいパ ラダイム

とな りうるか?

3名 の コーデ ィネー タは,AI研 究者 で程 度の差 こ

そあれ,次 の ような指摘 をす ることに よって,ALに

批判 的な見解 を展開 し,AL研 究 者か らの反論があっ

た。

・ALに 近 いパ ターン認識やロボットの研 究者がキー

ワー ドとして主張す る 「数値,局 所,並 列,ボ

トムア ップ」は,単 な る信念,仮 説に過 ぎない。

・ALの 重要概 念は 「創発(emergency:(あ たか

も)何 もない ところか ら要素相互作用に よ り進

化,機 能,行 動が起 こる)」 であ ると主張す る

けれ ども,非 明示的 に しろ何 らかの"仕 込み"

が隠 されてい ると思 う。

・ALは ,AIで 難問 となっている"計 算量 爆発"

を解決 で きる とは思わない。

・AIの ,知 能の解明 と知 的行動の実現にALは 役

立 たない。

・ALは ,生 命現象 をコンピュー タを用 いて計算論

的 アプ ローチに より説明す る研 究領域 で,AIと

は 目的,手 段 とも異な る。

(2)セ ッシ ョン2:ALは 生物学の新 しいパラダイ

ム とな りうるか?

2名 の コーデaネ ータは,分 子生物学の研 究者で,
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ALの 目的の一つ であ る「ALの ロジッ クは実際の生

物が採用 してい るロジックと何故一致 しないのか」

とい う問いに挑戦 していて,先 端的研究 につ いて紹

介 された。

・生物進化 は決 して受け身 ではな く
,進 化の ドラ

イビングフォースを持 って いる。古澤氏や と土居氏

は この研究成果 を「不均衡進化 説(DisparityThory

ofEvolution)」 と呼ん で提唱 してい ます。 ポイン ト

は,1回 の分裂 で染色体 に1個 突然変 異が入 る率 を,

例 えば100倍(0.001と1.999)差 を付 け コンピュー タ

シュ ミレーシ ョンす ると,元 の野性株 を保証 します。

・宝谷氏は
,BLife(バ イオロジカル)の 立場か ら

研 究 を進 めて きたが,生 き物 は分子機械 でで き

てい るが,余 りに も複雑 であ り,今 後 はロジ ッ

クの構築 が急務 で理論生物学が進歩す るが,そ

の時,ALはBLife研 究の大 きな力 となると考 え

てい る。

(3)セ ッシ ョン3:ALは 工学の新 しいパ ラダイム

とな りうるか?

本 セ ッシ ョンは 「工学」 を取 り上 げたので,科 学

的色彩の強 い前の2つ のセ ッシ ョン とは異 な り,AL

の応用的側面か ら研 究の紹介 と議論が展開 された。

2名 の コーデ ィネ ータは,ア プローチは違 うが共 に

「ロボッ ト」の研 究者 である。

・三宅氏は
,ALが 工学 の新 しいパ ラダイム とな り

うるか 一とい う問題 は,創 発的 な設計,デ ザ イ

ンが本当に可能か 一 という問題 に置 き換 えるこ

とがで きる。創発的 なものの見方か らすれば,

人間 と人工 システムの定義 を分 け るこ とが で き

るかが問題 だ。

三宅氏は,複 数台の二足歩行 ロボ ッ トを作成 し,

各関係情報 をワー クステー ションか ら飛ばす シ

ステム を試作 して,各 ロボ ッ トが 自らの役 割 を

生成 したの を確認 した。

・谷氏は,ALと は独 立に,3年 程,自 律 的な知能

機械や ロボ ッ トを どの よ うに実世 界に刷 り込 ん

でい くか とい う過程 の研 究 を続けて きた。 ダイ

ナ ミカルシステム ズアプ ローチの立場か ら,AL

に も興味 を持 って いる。

【プ ログラム】

開会挨拶,趣 旨説明(上 田完次AI技 術専門委員長)

セ ッシ ョン1:ALはAIの 新 しいパ ラダイム とな りうるか?

〔司会〕伊庭斉 志氏(電 子 技術総合研究所)

〔コーデ ィネー タ〕 中島秀之氏(電 子技術総合研究所)

松原 仁氏(電 子技術総合研 究所)

長尾 確氏(ソ ニ ーコンピュー タサイエ ンス研究所)

昼 食

セ ッシ ョン2:ALは 生物 学の新 しいパ ラダイム とな りうるか?

〔司会 〕池上 高志氏(東 京大学)

〔コーデ ィネータ〕宝谷紘一氏(名 古屋大学)

古澤 満 氏(第 一製薬)

コー ヒーブレイク

セ ッシ ョン3:ALは 工学 の新 しいパ ラダイム とな りうるか?

(司会〕柴 田崇徳 氏(機 械技術研究所)

〔コーデ ィネ ータ〕三宅美博氏(金 沢工業大学)

谷 津氏(ソ ニ ーコンピュー タサイエ、ンス研究所)

閉会'
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ヒュー マ ン メデ ィア に関 す るワー クシ ョップの報 告

AI・ フ ァジ ィ振 興 セ ン ター

本年1月18日(火),東 京神 田の中央大学駿河台記

念館 において 「ヒュー マ ンメデ ィアに関す るワー ク

シ ョップ」 を開催 しました。

以下 に,そ の概 要 を報告 します。

本ワー クショップは,当 協会平成6年 度 「大規模

知識ベースに関す る調査研究」事業の一環として開

催 したもので,大 規模知識ベースに関 し,研 究開発

の枠組み,具 体的な研究開発課題ならびに研究開発

体制等を総合的に議論す ることを目的 としたもので

す。

開催にあたっては,当 協会 「大規模知識ベース調

査研究委員会(委 員長:長 尾真京都大学教授)」 と通

商産業省工業技術院「ヒューマンメディア先導研究」

の もとにおかれた 「ヒューマンメディア技術調査委

員会(委 員長:坂 井利之京都大学名誉教授)」の共催

により行われました。

当日は,兵 庫県南部地震の影響で,関 西地区の関

係者の参加が困難 となりプログラムを一部変更して

の開催 とな りましたが,関 係委員会ならびに関係機

関から72名 の参加を得て活発議論が行われました。

【ワー クショップのテーマ につ いて】

ヒューマ ンメディア(技 術)は,人 間 と情報機器,

人間 と機械 との円滑 な コミュニケー ションを実現 し

て,こ れ らを誰 もが 自由 自在に利用で きるようにす

ることを目標 に してい ます。 これ を目標 とす る試 み

は これ までに も多 くあ り,現 在 も活発に進め られて

い る ところで ございますが,と もす ると情報機 器開

発の視 点に重 きがおかれが ちであ る との指摘が あ り

ます。

このため,ヒ ューマ ンメデ ィア(技 術)は,人 間

の視点 に立 ち,多 様 な要素 メデ ィア(テ キス ト,画

像 ・映像,音 声 ・音響 など)を 統合 して扱 うマルチ

メデ ィア情報処 理技術,実 空間 を計測 し仮想空間 を

構築する仮想 メディア処理技術,人 間の感性 をも取

り込んで情報 を処理する感性情報処理技術,こ れら

の基盤 となる知識を扱 う知識処理技術などを統合 し

た人間指向のメディア技術 を追求するものです。

様々なメディアで表現 される知識を扱 う大規模知

識ベースおよびこれに関連するメディア処理技術は,

ヒューマンメディアにおいて重要な基盤技術の1つ

であると位置づけられています。

【セ ッシ ョンの概要】

各セ ッシ ョンとも,各 分野(委 員会 ・WG)の 代表

者か らの話題提供 につづ き,フ ロア参加者 を交 えた

討論 を中心 としたセ ッション運営が され ま した。

以下 に,各 セ ッシ ョンの論 点 を簡単 に紹介 します。

セ ッション1で は,「マルチ メデ ィアか らヒューマ

ンメデ ィアへ」と題 して,ヒ ューマ ンメデ ィア を「知

識 メデ ィア」,「感性 メデ ィア」お よび 「仮想 メディ

ア」の3つ の観 点か ら,現 在のマルチ メデ ィア技術

か らヒューマ ンメデ ィア技術 に情報処 理基盤に発展

させ るために必要 とな るパ ラダイムシフ トな どにつ

いて議論が行 われ ました。

○知識 メディアの論 点

・メディアの役割

(要素 メディア,構 造 メデ ィア,知 識 メデ ィア)

・ヒューマ ン メデ ィア ・スペー ス技術

○感性 メデ ィアの論点

・感性 と創造 力

・感性情報 と感性 メデ ィア

・感性環境 と感性 情報 処理

○仮想 メディアの論 点

・人工現実感の3つ の要素

・仮想 メディアの枠組み

(デ ー タ ロ ボ ッ ト,デ ー タ ワ ー ル ド,

仮想現実 インタフェー ス)
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セ ッシ ョンIIで は,ヒ ューマ ン メディアを支 える

要素 技術 として,「 分散協調技術」,画 像 メデ ィア技

術」,「言語 ・音声処理技術」の3分 野の技術 につい

て,現 状の紹介 とヒューマ ンメデ ィアにつなげ るた

めの課題につ いて議論 が行 われ ました。

○分 散協調技術

・オペ レーテ ィングシステム におけ る分散協調

・ロボ ッ トにお ける分 散協調

・コ ミュニケー シ ョンおけ る分
.散協 調

一 ハ イパー テキス ト/マ ルチ メデ ィア

一 八 イパー メデ ィア

ー ヒューマン メディア

○画像 メデ ィア技術

・伝達 メディアの融合

(通信 ・放送系 メデ ィア,パ ッケー ジ系 メデ ィア)

・画像 メデ ィア技術 のUniverse

(ContinuousMedeaHandling,RealtimeInter

-action
,VisualModeling&Simulation)

・画像 メディア処理の要素 技術

(圧縮 ・符号化,CG/Visualization,認 識 ・理解)

○ 言語 ・音声処理技術

・言語学 ,日 本語文 法論

・解析 ・生成 技術

(形態素解析,構 文解析,意 味解析,文 脈解析)

・辞書 と知識(言 語学的常識)

・音声処理(音 響処理
,音 韻処理,音 声合成)

・応用 システム

と して,パ ネル形式 による討論が行 われ ま した。
・情報技術(社 会)の 方向

・ヒューマ ンメデ ィアの コンセプ ト(目 標)

・技術開発の方法論
,進 め方

【プ ロ グラム】

開会挨拶: 井上博允氏(東 京大学)

兼谷明男氏(通 商産業省工業技術院)

セ ッシ ョン1:マ ルチ メデ ィアか らヒュー マ ンメデ ィアへ

[司 会]井 上 博允 氏(前 掲)

[話題提 供](1)知 識 メデ ィアの 立場か ら:横 井 俊夫 氏

((株)日 本電 子化 辞 書研 究所)

(2)感 性 メデ ィアの立場 か ら:原 島博 氏

(東京大 学)

(3)仮 想 メデ ィア の立場 か ら:岩 田洋 夫氏

(筑波 大学)

セッションII:要 素技術の現状と今後の課題

[司 会]諏 訪暴民(電 子技術総合研究所)

[話題提供](1)分 散協調技術:塚 本享治民

(電子技術総合研究所)

(2)画像メディア技術:田 村秀行氏

(キヤノ(株)情報メディア研究所)

(3)言語 ・音声処理技術:田 中穂積氏

(東京工業大学)

(4)知識情報処理:配 布資料の概要

を司会者から説明

セ ッシ ョンIIIでは,ヒ ューマ ンメデ ィア技術 を必

要 とす る利用 者(産 業界 も含 めて)側 か らのニー ズ,

情報基盤 のパ ラダイムシフ トを踏 まえた ヒューマ ン

メディア技術 のあるべ き姿について,社 会文化的な

視点 あるいは産業的視 点か ら議論 が行 われ ました。

○主 な論点

・3つ の神話(媒 体依存神話
,統 合制御神 話,信

号優先神話)を 打破 したマルチ メデ ィア

・ヒューマ ンメデ ィアが開放 す る5つ の神話(空

間比喩性神 話,身 体 拡張性神話,客 観伝達性神

話,現 実再現性神話,人 間中心性神話)

セッションm:ヒ ューマンメディア技術の展望

[司 会]西 田豊明氏(奈 良先端科学技術大学院大学)

[話題提供]月 尾嘉男氏(東 京大学)

セ ッ シ ョ ンIV:パ ネ ル 討 論 「ヒュ ー マ ン メ デ ィ ア ・プ ロ ジ ェ

[司 会]

[パ ネ リス ト]

クトへの提言」

井上博允氏(前 掲)

横井俊夫氏(前 掲)

諏訪基氏(前 掲)

原島博氏(前 掲)

廣瀬通孝氏(東 京大学)

閉会挨拶:井 上博允氏(前 掲)

セ ッションIVで は,「 ヒューマ ンメデ ィア ・プ ロジ

ェ ク トへの提言」 と題 して,以 下に示 す項 目を論点
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情報化社会 とゆ とり

日本情報機器㈱

AP部 部長 土屋 安之

私が 日本情報機 器㈱(当 時は三信電気㈱ の情報処

理営業部 門)に 入社 したのは昭和43年 で,一 般企業

に事務処理用 コンピュータ導入の普及期 に入 った時

代 で した。 当時 の コンピュー タは完全 にエア コン設

備 の整 った部屋 に設置されてお り,大 量デー タの一

括(バ ッチ)処 理が主 流で した。技術的 にはIC技 術

の進歩 によ り,CPUのIC化 が進 み各 メー カは小 型

コン ピュー タの開発に しの ぎを削ってお りました。

その後 昭和40年 代後半 には小型 コンピュー タが,オ

フィス コンピュー タの名前で各メーカか ら発表 され,

事務処理 に一大オフ コンブームが到来 しました。

日本情報機器㈱ は メー カーか らオフコンが発表 さ

れた時 に,三 信電気㈱ か ら分離独立 して,メ ー カー

系デ ィー ラー として オフコンを主 力 とした,ビ ジネ

ス用 コン ピュー タの販売,ソ フ ト構築の専 門会社 と

して発 足 し今 日に至 ってお ります。従 って私 はオフ

コンの草創期か ら,オ フコンがオ フィスサーバー と

名前 を変 え,さ らに最近 はクライア ン ト/サ ーバー

の時代 とな り,オ フ コンの名前が消 えようとしてい

る今 日まで,オ フコンの歴 史 と共 に歩んで来た よう

な もの です。その間の技術 的発達 は 目覚 ま しい もの

が あ り,例 えば私 の机の上 にあ るデス ク トップ型ワ

ー クステーシ ョンが,入 社 当時には,ビ ルの一 フロ

ア も必要 とした メインフレーム と同等か,そ れ以上

の性能 を発揮す ると言 われる程の技術革新 をとげて

お ります。

確 かにハー ドの技術 の進歩は 目覚 ま しい ものがあ

りますが,利 用技術の面か らとらえたソフ トの進歩

はど うで しょうか。ハー ドの進化が それ まで不可能

だった利 用面 を開拓す るという一面はあるで しょう。

例 えば,ミ サイルや ロケ ッ トの制御,医 療分野に
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おけ る自動診断,事 務処理分野 におけるCAD ,CAM

な どの利用 技術 は 目覚 ま しい発展 をとげ ま した。 し

か し企業 の事務 処理分 野におけ る利 用例 として
,相

変 わらず失敗例 が関係 誌の記事 にな る くらいですか

ら,一 昔 前 と変 わ らないの ではないで しょ うか。前

者 は 目的 と結果がは っき りしてお り,ス ペ ック通 り

の機能が発揮 されれば完成 とな ります。後者 は結果

を判断する人により評価はマチマチ です し,企 業を

取 り巻 く環境や必要 とす る情報が ダイナ ミックに変

化 してお り,そ れに合 わせ て システム も変化 してい

か ないと,昨 日の成功 が今 日の失敗 となるこ とを意

味 してい るので しょう。

さらに今 マルチ メデ ィアが次世代の合言葉 となっ

てお ります。 マルチ メディアの時代 に なる とどの様

な ソフ トを構築す るかが最大の ポイン トにな るで し

ょう。従来か ら映像や 音響 を利用 している企業 は も

とよ り,一 般企業 で もその利用法につ いて模 索 して

い るようです。マ ルチ メデ ィアの成功 にはデー タベ

ー ス構築 も含めて
,利 用技術 面にお けるアプ リケー

シ ョンソフ トが鍵 を握 るこ とになるで しょう。 マル

チ メデ ィアの ソフ トだけでな く一般 的に,利 用技術

面 における ソフ トの構築には,作 成者 の創造性に頼

る面が 多 く,そ こに利用者の人間性 に対す る配慮 を

加 味 しない と,本 当に使 え るソフ トにはな らないの

ではないで しょうか。 この こ とは コンピュー タのハ

ー ド面 におけ る技術 革新 に関係 な く
,さ らに道具 と

して コンピュー タを使 う使 わないに関係 な く,普 遍

的に存在 す る問題 だ と思 います。

り取れ ると予想 され ていま した。 しか し最近のア メ

リカの調査 では,携 帯型パ ソコンや電話 などの情報

技術 の進歩に よ り,仕 事 中毒者が増 えてい るとの報

告が あ りま した。携帯情報機 器 を使 っている人で労

働 時間が増 えた人が90%,ま た友 人や家族 と過 ごす

時 間が減 った と回答 した人が66%と の結果が出てい

ます。つ ま りオ フィスに縛 られ ることはな くなった

代 わ りに,ど こにいて も仕事 が出来 るため ,逆 に締

切 りに追 われ なが ら長時間働 くこ とにな り,仕 事 中

毒者が増 える傾 向があ るとのこ とです。 もちろん情

報機器 を上 手に使 いこな し,仕 事 を合理化 した り時

間 を有効活用 している人 もい るで しょうが,考 え さ

せ られ る調査 結果ではないで しょ うか。

技術革新 は果 して生活環境 にゆ とりを もた らすの

で しょうか。 グローバルな経済社会において競争力

を保 つ ために,企 業 にお ける リエ ンジニア リングの

波はこれか らも続 くこ とで しょうし,そ れに連れて

ビジネスライクも変化 して行 くこ とで しょう。結局

ゆ とりは回 りか ら与 え られ るものでな く,生 活環境

の変化,技 術革新の波 を しっか り見つめ ,そ の中で

自分に合 ったゆ と りを自分 自身で生み出 さなけれ ば

な らないのではないで しょうか。

見方 を変 えて,技 術 の進 歩は ビジネスマ ンに余裕

を与えてい るで しょうか。60～70年 代においては コ

ンピュー タが大衆化 されれば ,生 産性 は大幅 に上昇

して労働 時間は短縮 し,休 息 と余 暇に時間が たっぷ ら
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JIPDECだ より一
一 轡 磁 開発研 究室 韓 難 癖

ビジュアル インタフェースの研 究開発 プロジェ ク

トでは,ワ ー キンググループ(主 査 田中二郎筑波

大学電子 ・情報工学系助教授)を 中心 に進め た新 し

いユーザ インタフェー スに関す る研 究の成果 を,平

成6年 度報告書 として取 りま とめ ました。報告書の

内容 は次 の通 りです。

(1)視 覚的 プログラ ミング

視覚 的プログラ ミングは,デ ー タフ ローや アイ コ

ンを用 いてプ ログラ ミングを行 う もので,EUC(エ

ン ドユーザ コン ピュー ティング)やEUD(エ ン ドユ

ーザデ ィベ ロプ メン ト)の 観点か ら注 目されてい ま

す。ここでは,視 覚的プ ログラ ミングの技術,GUIベ

ー スプ ログラ ミング,例 示プ ログラ ミングについて

ま とめ てい ます。

(2)マ ルチモー ダルインタフェー ス

視覚 のみ ならず聴覚,触 覚 などを組合せ たマルチ

モー ダルインタフェー スの現状,社 会性,エ ー ジェ

ン ト,マ ルチモー ダルの可能性 と問題点,将 来性 な

どにつ いて まとめて います。

(3)ソ フ トウェア開発 におけ る視覚化

CASE(コ ンピュー タ支援 ソフ トウェア工学)に 代表

され るように,ソ フ トウェア開発 では,様 々な視覚

技術 が用い られています。 また,最 近 では,ア ニメ

ー シ ョンを用 いた仕様の作 成 ・確認やCSCW(コ ン

ピュー タ支援 に よる協調作業)の 技術 を用 いたシス

テム開発 の研 究が進 んでいます。 ここでは,そ れ ら

の技術 の紹介や将来展望について まとめ ています。

(4)3次 元視覚化

3次 元視覚化 技術 の最新事例,3次 元視覚化技術 を

用いた情報 ア クセスプロ トタイプ システムな どにつ

いて まとめてい ます。

(5)実 用化動 向

情報スーパーハ イウェイな どとの関連で注 目され て

いるビジュアルイ ンタフェー・一スやPDA(パ ー ソナル

デ ジタルア シス タン ト)な どにつ いて まとめてい ま

す。

なお,研 究成果の公表 を兼ねて,マ ルチメディア

時代 の ビジュアルインタフェース と題 す るシンポジ

ウム を平成7年3月27日 に,機 械 振興会館 ホー ルに

て開催 いた しました。 当 日は,ビ ジュアルプログラ

ミングの動 向,ソ フ トウェアの ビジュア リゼー シ ョ

ン,情 報スーパーハ イウェイ とビジュアルインタフ

ェース,マ ルチモー ダルインタフェース,仮 想現実

感 を用 いたソフ トウェア開発の発表や ポス トGUI(グ

ラフィカルユーザイ ンタフェー ス)に 関す るパネル

討論が行われ ました。

雛嚢 情報セキュリティ対策室 鯵纏

情報セキュ リティ対策室は,情 報システムのセキ

ュリティに関する調査研究,有 効的なセキュ リティ

対策に不可欠なシステム監査に関する調査研究と普

及啓蒙を中心に活動 しています。

1.情報 システムのセ キュ リテ ィに関す る鯛査研 究

近年 の情報 システムを取 り巻 く環境 は,俗 に"ネ

オ ダマ"と 称 されるよ うに,ネ ッ トワー ク化,オ ー

プ ンシステム化,ダ ウンサ イジング化,マ ルテ ィメ

デ ィア化へ と変化 しつつあ ります。特 に,ネ ッ トワ

ー ク化 は,イ ンター ネッ トに代表 され るよ うに地球

規模 に拡大 される状況です。 また,GII(世 界情報 イ

ンフラ)構 想 の提唱 によ り,一 段 と加速 され るこ と

と思い ます

この ようなGII整 備 に よるコンピュー タ ・ネ ッ トワ

ー クの広が りや高度情報化の実現は,企 業活動や我々

の生活 に有益 な道具 であ りますが,そ の半面,以 下

の ような解決すべ き課題 もあ ります。

(1)ハ ッカー ・コンピュー タウイルス対策の在 り方

(2)暗 号 ・認証問題 についての対 応

(3)電 子計算機 システムの安全対策 基準 の在 り方

(4)プ ライバ シー保護対策の在 り方

(5)セ キュ リティ評価基準の在 り方

そこで,'本事業 では これ らの課題の うち,(1)か ら

(4)ま での課題 について通産省の指導 を仰 ぎなが ら調
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査研 究 を進めてい ます。なお,(2)に つ いては情報処

理振興事 業協会 との協同作 業で,ま た,(5)に つ いて

は(社)日 本電子工 業振興協会 が推進 してい ます。

(1)ハ ッカー ・コンピュー タウイルス対策 の在 り方

ウイル ス感染の拡大やハ ッキングの脅威 は,情 報

システムの完全性(イ ンテ グ リテ ィ)を 損 な う危険

性 を有 しています。 このため,イ ンター ネ ッ ト等世

界的規模 の情報 ネ ッ トワー ク環境や クライア ン ト/

サーバ といった分散処理型の情報 システム環境 に適

合す る効果的 なハ ッカー ・コンピュー タウイルス対

策 を講 じ,情 報 システムの インテ グ リテ ィを確保 す

る必要が あ ります。対応策は,制 度的対応 と法律上

の対 応の観点か ら検討 してい ますが,国 際的 な協調

も十分考慮 して進めて います。

・セ キュ リティ対策の制度的対応 としての検討項 目

① コンピュー タウイルス対策基準の見直 し。

② コンピュー タウイルス被害届 出制度の見直 し。

③ ハ ッカー ・ウイルス対策関連技術研究開発の実

施。

・法律 上の対応 としての検討項 目

①行 政法上の対応。

②民事 法上の対 応。

③刑事 法上の対応。

(2)暗 号.認 証 問題 についての対応

国際的 な情報ネ ッ トワー クが実現 される と,商 取

引等 の利用が促 進 され,秘 匿性 の高 い情報が大量 に

流通す るこ とに な り,さ まざまな弊害が予想 され ま

す。す なわち,ネ ッ トワー ク上 を流通す る情報が 第

三者 に無 断で覗かれ た り,改 ざん された り,本 人 に

な りす まして不正情報 を発進す る等 の危険性が増加

す ることが考 え られ ます。 この ような リス クに対 し

ては暗号 ・認証技術が有効 と考 えられてい ますが,

これ らの技術 の利用 には下記の ような多 くの課題 を

抱えてお り,そ の対応策 を検討 してい ます。

①公 開鍵登録制度 の在 り方。

② 暗号 技術 の機能 ・性能の評価。

③ 暗号 の標準化。

④ 暗号化 の普 及促進策。

⑤国際的協調 を念頭 においたルー ル作 り。

(3)電 子計算機 システムの安全対策基準の在 り方

現行 基準は,平 成3年 に改訂 された もの ですが,

今 日の情報環境に必ず しも適合 しない部分 もあるよ

うです。 また,活 用の面において もか な りのユーザ

ー に周知 されてはい るものの
,運 用 は各ユーザーに

任 されて いるため,運 用の在 り方 を検討 しセ キュ リ

ティ対策 の一層の促 進 を図 ることも必要 です。その

ため,以 下の事 項について検討 してお ります。

①最近 の技術動向への対応。

②運用 の在 り方。

③ 国際 ルー ル との整合性 の確保。

なお,阪 神大 災害 をきっかけに,地 震対策への対応

も併せ て検討 します。

(4)プ ライバ シー保護対策の在 り方

ネ ッ トワー ク化 を中心 とす る情報 システムの環境

変化 は,個 人情報 に関 して も,流 失や漏洩の影響が

短 時間の うちに しか も非常に拾 い範囲に及ぶ可能性

が高 まって きてい ます。 また,地 球 規模 のネ ッ トワ

ー クの進展 によ り,国 際的 な協調 も不可欠です。 そ

のため,以 下 のよ うな事項の検討に取 り組 んでい ま

す。

① 公的部 門におけ る個 人情報保護 の取 り組みの強

化。

②民間部 門の個 人情報保護 ガイ ドラインの運用強

化 ・充実。

③国際動向への対応。

2.シ ステム監査に関する鯛査研究 と普及啓蒙

先にも述べたとお りシステム監査は,情 報システ

ムのセキュリティ対策の有効性を担保する手段です。

本年度は,隔 年 に一度実施 しているシステム監査

実態調査 の年に当 るため,平 成6年10月 か ら11月 に

かけて4,725の 企 業・団体 の監査部 門お よび被監査 部

門(シ ステム部 門)に 対 してア ンケーーートを実施 しま

した。監査 部門か ら13.5%(640件),被 監査部 門か

ら22.2%(1,051件)の 企業等か ら回答 をいただきま
`

した。

調査結果か ら見てみ ます と,シ ステム監査の実施

状況 は監査部 門が21.8%(180件),被 監査部 門が65.6

%(172件)と い う状況 で,前 回の調査結果 と余 り変化

してい ませ ん。1月17日 の阪神大災害では,多 くの

尊い人命 が奪 われ ましたが,同 時に企業等 の情報 シ

ステム も甚大 な損害 を被 りま した。 これ らの被害 を

受け た企業 等ではバ ックアLップ設備 の不備等,多 く
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の反省すべ き課題 が残 りました。 また,銀 行員の不

正や住民台帳の流出等の コンピュー タ犯 罪 もい くつ

か報道 され ま した。 これ らの事 故や犯 罪は,も しシ

ステム監査 を実施 していた ら事 前に予防で きたこと

か も知 れ ませ ん。 システム監査 の役割 は非常 に大 き

い もの ですか ら,シ ステム監査 が広 く実施 されるよ

う今後 ともよ り一層の普及啓蒙活動 を実施 してい き

たい と考 えてお ります。

なお,ア ンケー ト調査の結果 は,分 析 して報告書

として取 りまとめ ると共 に,シ ステム監査 白書'94-'

95年 版 に詳細に紹介す る予定です。

● ● ● 調 査 部 ㊧ 篠 懸

1.情 報化総合指標13鯛 査研究

今年度の事業では昭和61年 度以来実施 していた通

商産業省の 「情報処理実態調査」を源データとする

主指標の見直しを行っています。従来の指標は産業

部門および地域におけるハー ドウェア ・ソフ トウェ

ア ・通信能力の3分 野の装備状況を指標化 したもの

でした。しか し同調査がメインフレーム主体なので,

ダウンサイジング等の新 しい動向を反映していない

などという問題点が指摘されていたためです。

「情報化総合指標調査研究委員会」(委 員長:廣 松

毅東京大学先端科学技術センター教授)を 設置 して,

本年度は分か りやす く,説 得力ある生デー タの収集

と整備 を中心に活動 して きました。その他に従来実

施 してきた各種統計データ(国際機関,政 府機関等)

の収集も続けています。整備の方針 としては,情 報

化の局面(産 業,個 人,地 域,教 育など)お よび情

報化の手段(情 報機器,ネ ッ トワーク,コ ンテンツ

など)等 の切 り口で行 っています。今後は既存デー

タでは収集できないものについても,独 自調査をお

こなうなどしてより幅広い情報化の動 きを把握 した

いと考えています。

2.情 報化 白書1995年 版の担集 ・発行

「情報化 白書1995年 版」につ いては,現 在,編 集

作業 を進めて います。

情報化 白書 は,総 論 ・各論 ・デー タ編 よ り構成 さ

れていますが,総 論 では,情 報化の背景 ・現状 ・課

題 につ いて毎年新 たにテーマ を設定 し,読 み物 とし

て解 説 してい ます。95年 版 のテーマは 「情報 インフ

ラ整備 の現状 と展望 」(仮 称)で す。情報 ・通信 にか

か わる産業は,21世 紀の リーデ ィング産業 としての

期待 を担 い,近 頃マ ス コミを賑わす機会 も多 く,注

目を集 め るところ となって います。 こうした中で,

米国のNII(情 報 スーパーハ イウェイ構想)を は じめ,

世界各国 ともその実現 を支 え るべ きインフラの整備

に対 し国をあげて取 り組む姿勢 を見せ ています。 わ

が国に とって も経済構造の転換期 を迎 えて情報 イン

フラの整備 は急務 であ り,通 産省の 「高度情報化 プ

ログラム」等数 々の ビジョンが打 ち出されて きまし

た。95年 版の総論では この点に着 目し,わ が国の情

報 インフラ整備 の現状 について具体 的なデー タを基

に国際比較 とい う形 で明 らか に した上で,来 るべ き

情報化社 会の実 現に向けて クリアすべ き課題 と今後

の展望 につ いて解 説 します。

各論 では,「 情報化編」「情報産業編」「環境 ・基盤

整 備編」「国際編」の各項 目について,最 新 の トピ ッ

クスやデー タを中心に過去1年 間の動向 を取 りまと

め ます。

デー タ編 では,従 来か ら継続 して取 り上げて きた

デー タに加 え,今 回か ら新 たに情報産業の市場規模

について取 り上 げます。

なお,「 情報化 白書1995年 版」の発刊 は5月 中旬 を

予定 してい ます。

3.情 報化 に関す る海外向 け広報

わが国の情報化の実情 を海外 に広報す るため,英

文誌 「JIPDECInformatizationQuar-terly」 を年

4回 発行 し,海 外 の政府機関,情 報処理 関連企業,

在 日外国大使館 等に送付 しています。平成6年 度は

以下 のテーマ を取 り上げ,発 行 しました。

No.98:高 度情報化プ ログラム

No.99:日 本 のEDIの 現状

No.100:高 度産業情報化プ ログラム

No.101:第9同 日独 情報技術 フォー ラムで

紹介 され た先端技術

4.日 独情報技術 フォー ラムの開催

第9回 目独情報技術 フォー ラムを以下の通 り開催

しました。

・期 日:平 成6年11月8日 ～10日
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・場 所:別 府 湾 ロ イ ヤ ル ホ テ ル

(大 分 県 速 見 郡 日 出 町)

・概 要:

両 国 政 府 代 表 な ら び に 議 長 の 挨 拶

基 調 講 演1会 津 泉(財 団 法 人 ハ イ パ ー

ネ ッ トワ ー ク社 会 研 究 所)

IIKarl-UlrichSTEIN

(Siemens)

3分 科 会 に お け る発 表 と 意 見 交 換

ニ ュ ー メ デ ィ ア 分 科 会

①MultimediaComm皿icationServices

②MultimediaApPlications

③MultimediaTerminals

コ ン ピ ュ ー タ 分 科 会

①SystemModellingandApPlica-

tionsforRealWorldComputing

②Neuro-FuzzySystems-Theoryand

Practice－

③VirtualReality

半 導 体 分 科 会

①CharacterizationofSemicon-ductor

InterfacesonAtomicScale

②OptoelectronicsSemiconductor

DevicesforInterconnectsand

Networking

③NovelPrinciplesRelatedtoSilicon

Circuits

・参 加 者:日 本 側65名
,ド イ ツ側70名

合 計135名

5.コ ンピュー タ ・トップセ ミナ ーの開催

平成6年 度第2回 の トップセ ミナー を,從 日本電

子工業振興協会 との共催 で1月25日 ～27日 の3日 間

にわ たって開催 しま した。

セ ミナーには13省 庁か ら14名 の幹部職 員が参加 し,

パ ソコン実 習 をは じめ,情 報化 に関す る講義 ・講演,

情報 システムの応用事例見学 な どのカ リキュ ラム を

2泊3日 で受講 しました。

6.調 査研究警戒果物の頒布

情報化月間特別行事 として開催 した 「国際マルチ

メディアフォーラム」の講演録 を取 りまとめ,ご 希

望方に実費にて配布 してい ます。

価格は750円(税 込,送 料別)で す。 ご入 り用 の方

は下記 までFAXで お 申込 み くだ さい。

調査部普及振興課

FAXO3-3432-9389

7.JIPDECジ ャーナルの編集 ・発行

当協会 の活動状況や政府 関連施 策な どの紹介 ・解

説を中心に編集 した広報誌 である「JIPDECジ ャーナ

ル」 を発行 し,会 員,政 府 各省庁,関 係団体,公 立

図書館,大 学図書館 などへ 配布 しま した。

8.資 料室の運営 ・整備

当協会が収集した各種資料や協会の成果物 を整備

し,事 業活動の便に供 しました。なお,協 会の事業

成果物については,一 般から入手の希望が多 く寄せ

られているため配布 ・頒布のほかに閲覧 ・貸出を通

じて一般からの利用の要望に応えました。

㊧㊧ 産業情報化推進センクー ●○

産業情報化推進センターでは,産 業界における情

報化の健全な発展 と普及啓蒙 を図るため,各 業界と

の連携 を図 りつつ,各 種の課題に取 り組んでいます。

現在の活動状況を以下にご紹介 します。

1.ビ ジネスプ ロ トコル に関 する検 討

(1)業 際EDIパ イロッ トモデルの調査 ・研究 ・開発

本事業は,業 際EDIの 具体的 なモデル及 びシステ

ムの構築,デ ー タ交換実験 とその評価 を行 って今 後

の業 際EDIの 構築 に資す るもので,昨 年度に引 き続

き通産省か ら受託 し,実 施 して います。

本年度 は,平 成4年 度か らの開発作 業の まとめ と

して,ト ー タルシステムの構築 と運用 実験 お よび総

合評価 を行 う予定 です。具体 的には,① 電子機器業

界での共 同配送及 びN対N配 送 でのEDIの 応用 実

験,② 流通業界 におけ る業際EDIの 必要性,必 要 条

件の明確 化 とメッセー ジ開発,③ 鉄鋼業界での中間

流通分野(コ ンルセ ンター ・倉庫等)を 主対象 にパ

イロッ ト・モデル システムの詳細設計 ならびに運用

実験 を行 ってい ます。

同時に,CII標 準 とUN/EDIFACTそ れぞれの メ
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ッセー ジ を相互変換す る実験用 シス テムの構築 と運

用実験 を行 ってい ます。

(2)中 小企業物 流EDIパ イロッ トモデルの調査 ・研

究 ・開発

本事業 は,前 述(1)を補完す る もの です。(1)が 主 と

して大手企業 向けであるの に対 し,本 事業 ではパー

ソナル コンピュー タで,(1)と 同一 の業際EDI機 能 を

実現 しよ うとす る ものです。 本年度 も昨年度 に引 き

続 き通産省か ら受託 し,5年 度に行 った設計に基づ

いて,開 発 と運用実験 を行 って います。運用実験は

実際の中小 企業 をモデルユーザ として,そ の取引先

と実業務に基づ くデー タ交換 を行 うこととしてお り,

ベ ンダ3社 が具体 的 なサ ポー トを実施 してい ます。

2.ユ ーザ システムの高度化 に関す る検討

(1)新 手順 の開発及び普 及 ・促進

F手 順サ ポー ト製品間の相 互運用性 を確 立す るた

めの検討及 び,今 後のF手 順の普及活動の具体 的 な

進め方の検討 を行 い ました。

また,LAN間 接 続に よる企業 間取 引 を行 う場合,

F手 順やH手 順 などの 「新 通信手順」 をどの様 に適

用 していけばよいか,検 討 を行 った。 これは,特 に

LAN間 接 続 に 多 く利 用 され て い るTCP/IPと

FTAMな ど のOSIと の 共 存 ・融 合 仕 様 で あ る

RFC1006イ ンタフェー スを中心 に しま した。

(2)OSI/ISDNの 普及 ・促進

OSIの 普及 ・促進 を図 る上で,EDI環 境 にOSI製

品 を適用す ることは重要 な意 味を持つことか ら,OSI-

MHS(MessageHandlingSystem)を ベー ス とする

国際的 なEDI通 信規格 であ るPedi(X.435)の 一般

向け概 説書 をまとめ ました。 また,セ ミナー を開催

し,本 概 説書の紹介等 を行 い ました。

㈲ インターネ ッ トの商用利用 に関す る研 究

各業界の代表者及び有 識者か らなる 「インターネ

ッ ト商用利用研究会」 を設置 し,検 討 を行 っていま

す。 インターネ ッ トの商用利用 で課題 の1つ と考 え

られ る リアル タイム性 の実現につ いて,VAN事 業 者

間の 「リアル 中継」サー ビス との比較 に より検討 を

行 いま した。

3.産 業界 のシステム化調査及び構 築支援

(1)情 報化動 向調査お よび構 築支援

医療機 器 ・材料業界 に対 して業界VAN構 築上 の

問題 点 を中立 的 な立場 か ら検 討 を行 い,当 該 業 界

VANの システム構築 を支援 して います。

② 情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業実態調査

産 業界のネ ッ トワー ク構築の重要 な キー となる情

報ネ ッ トワー クサー ビス事業者のサー ビス機能 等の

実態 を把握す るためのア ンケー ト調査票 を発送 し回

収 した ところです。今 後,ア ンケー ト集計結果の分

析 ・評価作業 を行 い,調 査 レポー トとして取 りま と

め る予定です。

4.産 業界のシステム化制度問題調査研 究

(1)EDIの 法的問題に関す る調査研究

EDIが 産業 活動の基盤 として進 展 してい くために

は,EDI契 約の法的有効性 を確保す る必要 があ りま

す。そこでEDIの 法律 問題 につ いて国際的 な動向 を

把握 す るとともに,国 内におけ るEDIの モデル契約

書作成のため に,欧 米諸国のEDIモ デル交換協定書

の検討 を行 ってい るところです。

5.EDIの 普及促 進

アジア・太平洋地域のEDIに 関する国際的な講演 ・

展示行事 であるEDICOM'94に 出席 し,海 外の最新情

報の入手 とEDI関 係 者等 と情報交換 を行 い,EDI推

進協議会等の場 を通 してその成果 を広報 しま した。

この他 に も,CALSEXPO,ア ジアEDIFACTボ ー

ドな ど,海 外 の状況 につ いての種 々の情報交換 を行

いま した。

また,EDI導 入の参考 資料,EDIの 解説資料 の作

成,福 岡での鋼 材倶 楽部 のEDI研 修会 に講師 を派遣

す るなど,業 界 団体 な どで行 われ るEDI関 連行事 の

支援 を行 ってい ます。

さ らに,先 進業界がEDIの 現状 につ いて発表 し,

情報 交換す る場 である 「EDIフ ォー ラム」 を今年 度

も実施(平 成7年2月9日,10日 の予定)す るため,

計画立案,プ ログラム及 びパ ンフレッ ト作成 中です。

6.普 及 ・広報

(1)産 業情報化 シンポジウムの開催

平成6年11月21日(月)に 日経ホー ルにお いて,
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「産業情報化 シンポジウム」 を 日本経済新 聞社 との

共催 で開催 し,約500人 の参加者が あ りま した。今 回

は,「 産業情報 ネッ トワー クに よる新 たな る展 開」を

テーマ に,政 府,ユ ーザ及びベ ンダが一堂 に会 し,

それ ぞれの立場か ら討議 す るとともに,今 日の産業

の情報化の重要 な課題 であ るEDI,CALSに も焦点

を当て た講演及びパネルデ ィスカ ッシ ョンを行 いま

した。 この内容 の一部 は,産 業情報化推進セ ンター

の広 報誌 「産業 と情報」 で もご紹介す る予定 です。

(2)広 報誌 「産業 と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向 を広 く関係 方面 に周知

す るため,「 産業 と情報」を発行 し,会 員等へ 配付 し

ています。次号(第30号)は,平 成7年3月 発行の

予定 です。

難 齢Al・ファジィ振興センター轡 轡

1.Alの 技術 と利用 に関す る調査研 究

この調査研 究では「AI動 向調査委員会」(委員長:

大須 賀節雄東 京大学 先端科 学 技術研 究 セ ン ター教

授),「AI技 術専 門委員会」(委員長:上 田完次神戸大

学工学部教授)お よび 「AIワ ー クショップ検討小委

員会」(委 員長:下 原勝 憲㈱ エイ ・ティ ・アー ル人間

情報通信研究所第6研 究室長)を 設 け,わ が国にお

けるAI利 用実用化の課題およびAI技 術 の研究開発

動 向につ いての実情 を把握す るための調査研 究 を実

施 しま した。

①AI利 用動向

エ キスパー トシステム(ES)等 のAI技 術 を応用

した システムは,コ ンピュー タユーザーの内15～16

%に 導入 され(1993年 調査)定 着 してい るが,研 究

開発 と実用化 とのギャップ等が指摘 されているな ど,

その利用 ・実用化 の課題 は多い とい えます。

ユーザー の立場か らは,シ ステム構築 のため よ り

も問題解決 のためのAI技 術 の必要性,適 用業務 選定

の困難牲,知 識ベー スの メンテナ ンス,既 に実用化

期 を迎 えシステムに組 み込 まれてAIは 見えに くい,

経営者の理解,等 々の課題 が指摘 され ま した。

ベ ンダーか らは,研 究情報 の流通 ・共有化 を図 る,

SEに 対す るAI活 用教育,AIツ ール利用 ノウハ ウの

確 立,等 々が課題 として挙げ られ,ま た,研 究開発

者の立場 か らは,新 しいフロンティアの探究,理 論

的研究 と試行 システム開発 の循環的実施,研 究 目的

の意識化,等 が指摘 されま した。

②AI技 術動 向

本年度は,人 工生命(AL:ArtificialLife)を テ

ーマ として取 り上げ
,対 象分 野 と方法論,定 義,歴

史,計 算モデル と手法,研 究事例 と研究動向,課 題

と展望 について調査研究 を行 い,取 りま とめ るとと

もにわが国におけ る第一線の研究者 によるワー クシ

ョップ を開催 し,多 方面か ら検討 しま した。

2.Alに 関す る普及啓蒙

①先端情報技術講演会 の開催

設計 ・計画型エキスパー トシステムの事例ベースへ

の適用に関す る講演会 を下記 の とお り開催 しました。

・期 日 平成6年11月18日(金)

・会 場TISフ ォー ラム(東 京都港 区)

・テーマ①事例ベー ス推論の現状 と展望

・講 師 小林重信(東 京工業学大学院 教授)

・テー マ②事例ベー ス推論 システムの構築事例

・講 師 田中利一(㈱ 東芝 研究開発セン ター

システム ・ソフ トウェア生産技術研究)

・参加者70名

② 広報誌 「AI・ ファジィ トレン ド」 の発行

AI,フ ァジィおよび知的情報処理 に関す る情報 を

周知 す るため広報誌 「AI・フ ァジィ トレン ド」(No.5

～8)を 発行 し
,関 係 先に配布 しま した。

3.フ ァジィ技術に関する普及啓蒙

ファジィ技術に関する普及活動について 「ファジ

ィ技術に関する普及啓蒙委員会」(委員長:大 里有生

長岡科学技術大学教授)を 設置,以 下の事業 を実施

しました。'

①ファジィ技術に関する講演会の開催

・期 日 平成6年9月20日 、(火)

・会 場TISグ リーンフォーラム

・テーマ ファジィ技術の最新動向と応用事例

・講 師 廣田 薫(法 政大学 教授)

有田清三郎(関 西医科大学 教授)

高橋 宏(日 産 自動車㈱中央研究所)

渡辺 誠(セ イコー電子工業㈱)

・参加者23名

② ファジィ技術に関す る小冊子の作成
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ファジィ技術の正 しい理解 と普及啓蒙の ため,フ

ァジィ技術 に小冊子 「ファジィ技術 の新 しい展開一

ソフ トコンピュー ティングー 」を1,000部 作成 し,関

係先に配布 しました。

③ ファジィ技術 に関す る文献 デー タベー スの整備

ファジ ィに関す る文献の急激な増加 に伴 い,フ ァ

ジィ理論 とその応用 に関す る文 献 を網 羅的に収集,

デー タベー ス として構築す るこ とが不 可欠 となって

いるため,日 本ファ ジィ学会 をは じめ関連学会 の論

文週 ・学会誌等か らフ ァジ ィ文献 を収集 ・選 択 して

構築 した 「ファジィに関す る文献 デー タベー ス」の

整備 を行 い ました。

なお,デ ー タベー ス整備 の ために収集 ・選択 した

文献情報の詳録作成 ・キー ワー ド付け等の作 業は 日

本 ファジィ学会の協 力 を得 て実施 しま した。

4.フ ァジ ィ振興に関す る調査研究

当協会 では技術研究組合 国際 ファジィ工 学研 究

所,日 本 ファジィ学会 お よび米 国電気電子学会 と共

催 して平成7年3月20日(月)～24日(金)に パ シ

フィコ横浜(横 浜国際平和会議場)に おいて 「国際

ファジィ工学 シンポジウム(FUZZ-IEEE/IFES'95)

を実施 しました。

このシンポジウムは内外の研究者や技術 者に よる

ファジィに関す る理論,技 術,あ るいは応用につい

ての研究論文 の発表 と意見交換 を行 うと共 に,国 際

ファジィ工 学研究所 におけ る6年 間の研究成果 を公

開 し,フ ァジィ工 学の一層の発展 を期待 して実施 さ

れ ました。

この シン ポジ ウム の開催 に あた り,当 協会 内に

「FUZZ・-IEEE/IFES'95実 行 委員会」(委員長:菅 野

道夫東 京工業大学大学院教授)を 設置 し,具 体 的な

開催準備 と運営 につ いて審議 しました。 また通商産

業省,横 浜市の後援,人 工知能学会 等の関係学会の

協賛 を得 て開催 しました。

5.大 規模知識ベースに関する鯛査研究

大規模知識ベースは,知 識情報処理技術を用いた

機械翻訳や文書要約などを行 う高度な言語処理シス

テムや問題解決を行 う知的な情報システムの情報基

盤,知 識基盤 として関心が高まっています。このた

め,昨 年度 に継続 して本年度は 「大規模知識ベー ス

に関す る調査研究委員会」(委員長:長 尾 眞京都大

学教 授)を 設置 し,大 規模知識ベー スの研 究開発計

画案の策定の ための基礎 的調査 として,研 究開発 の

枠組み,具 体的 な研究課題,研 究開発体制の検討 を

行 うと共 にに,関 連す る要素 技術(知 識,言 語,音

声 ・音響,画 像 ・映像,分 散協 調,な どの各処理技

術)の 現状把握 を行 い ました。

とくに,大 規模知 識ベー スな らびに関連技術 に関

す る研究開発のプ ロジェク ト化 には,別 途,検 討が

進 め られている産業科学技術研 究開発制度 「ヒュー

マ ンメデ ィア先 導研究」と連携 して進め ることとし,

当協会 委員会 な らびに同先導研究の関係 者参加 に よ

る「ヒューマ ンメデ ィアに関す るワー クシ ョップ(平

成7年1月18日(水)中 央大学駿河台記念館)」 を

開催 しました。

⑤ 懲 懲情報処理技術者試験センター 麟 麟 翻

1.平成6年 度秋期試験(新 試験制度による初回試験)

の実施状況

新 しい情報処理技術者試験制度による平成6年 度

秋期試験を平成6年10月16日(日)に 実施 しました。

その概要は,本 誌の 「新たな情報処理技術者試験制

度による試験の概要」に記してあ りますので,ご 参

照 ください。

2.平 成7年 度春期情報処理技術者試験の実施

通商産業省は,平 成6年12月6日 付け官報に,平

成7年 度春期情報処理技術者試験の実施について,

次のとお り公示 しました。

① 試験の区分及び受験資格

・プロジェクトマネージャ試験

平成7年4'月1日 現在27才 以上の者

・システム運用管理エンジニア試験

平成7年4月1日 現在25才 以上の者

・プロダクションエンジニア試験

制限はあ りません

・データベーススペシャリス ト試験

制限はあ りません

・第一種情報処理技術者試験

制限はありません
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・第二種情報処理 技術 者試験

制限はあ りませ ん

② 試験 日

平 成7年4月16日(日)

③ 案 内書 ・願書 の配布及 び受付期間

平成7年1月5日 ㈱ ～平成7年2月6日(月)

なお,兵 庫県南部地震に よ り被 災 を受 けた

大 阪府及 び兵庫県の区域内の受験応募者 につ

いては,願 書受付期 間 を10日 間延長 し,2月

16日(木)ま での特例措 置 を1月30日 付け官

報 に公示 しました。

④ 受 験願 書の提 出先

(財)日 本情報処理開発協会 情報処理技術者

試験 セ ンター

⑤ 試験 地

全国55か 所

3.平 成7年 度春期情報処理技術者試験説明会の開催

春期試験において実施する試験区分は,新 たな試

験区分が多く実施されますので,そ の概要 を広報す

るため,当 協会中央情報教育研究所が実施する地域

交流セ ミナーの一環 として次の とお り説明会を開催

しました。

開催 日 開催地 会 場 参加人数
平成6年12月9日(金) 札幌 大同生命ビル大会議室 114人

仙台 仙台市民会館 106人

平成6年12月7日(土) 名古屋 中産連ビル本館 137人

高松 朝 日生命高松ビル 50人

平成7年1月6日(金) 東京 御茶の水 スクウェアA館 425人

大阪 関西大学天六学舎 220人

平成7年1月12日(木) 沖縄 那覇商工会議所 37人

平成7年1月14日(土) 広島 広島情報 プ ラザ多 目的 ホール 66人
福岡 福岡商工会議所大会議室 110人

9地 区計 1,265人

愚麟 中央情報教育研究所 麟鯵

1.研 修事業

(1)高度情報処理技術者の研修

産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委

員会の提言に沿って作成 した高度情報化人材育成標

準カ リキュラムに基づ くモデル研修 を実施 しました。

研修 コースは,平 成6年 秋から開始された新 しい情

報処理技術者試験区分 の うち 「第二種 情報処理 技術

者試験」お よび 「システムア ドミニ ス トレー タ試験」

を除 く9コ ース を設定 しま した。受講者数 等は下表

の とお りです。

なお,当 研修 コー スは,そ れぞれの コー スに設定

されてい る科 目を受講者の希望 に沿って選択 し,そ

の科 目のみを受講(ユ ニ ッ ト制)す ることも可能です。

(95'2月 末 現 在)

コ ー ス 名 日数 回数 受講者数

① システムアナ リス ト育成 コース 20 1 13'

② システム監査技術者育成コース 14 1 8

③ ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト育成 コー ス 24 2 2(74)

④ アプ リケー シ ョンエ ンジニア育成 コー ス 40 2 、28

⑤ 第一種共通 カ リキュ ラム コース 44 1 5(63)
⑥ プロジェ ク トマネー ジャー育成 コー ス 15 1 5(14)
⑦ システム運用管理 エ ンジニア育成 コース 18.5 1 10(36)

⑧ デー タベース スペ シャ リス ト育成 コース 12 1 一

⑨ プ ロダクシ ョンエ ンジニア育成 コース 18 1 一

(注一1)受 講者数欄 のカ ッコ内はユニ ッ ト制 の受講者数です。

(注一2)第 一種 共通カ リキュラム コー スは履修科 目が基本科 目と応用科 目に分 かれてお り基本は

全科 目履修,応 用は選択制 になって います。

なお,本 コー スの適正 な修 了者 は第一種情報処理 技術者 試験 の一部免除が受 け られ ます。

(注一3)⑧ と⑨ の コースは2月 末時点 で未開催のため受 講者数 を表示 してお りませ ん。
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②情報処理技術インス トラクタの養成

前出の標準カリキュラムに基づ き情報処理専修学

校 の インス トラクタおよび企業におけ る教育担 当者

を対象 とした以下 の研修 を実施 しました。

(95'2月 末現在)

コ ー ス 名 日数 回数 受講者数

①第二種共通カリキュラムに基づ く指導法 4 10 170

② システムア ドミニス トレー タ育成 カ リキュラムに基づ く指 導法 4 2 62

③教育エ ンジニア育成 カ リキュ ラムに基づ く指導法 5 3 32

④ 第一種共通 カ リキュラムに基づ く指導法 5 3 30

・コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン 技 法 と そ の 指 導 ポ イ ン ト

・問題発見解決技法 とその指導ポイント

⑤専門技術指導法 3 4 68

2.鯛 査研究事業

(1)情報処理教育実態調査

わが国の情報処理教育の現状や課題を経年的に把

握 し,施 策検討等に資するため,本 年度も引続き「情

報処理教育実態調査委員会」(委員長 二一橋大学商学

部教授 宮川公男)を 設置し,企 業および学校への

アンケー ト並びに資料調査等を行いました(発送数:

企業2,808件,学 校698件,回 収率:企 業17%,学 校

50%)。

本年度は,固 定的テーマに加え,ユ ーザ部門の情

報化の推進 リーダ(以 降システムア ドミニス トレー

タ(SAD)と 称す)に ついて,そ の認識度や業務内

容について調査 しました。

調査の結果,SADが 果 している役割について,一

般社員 との比較でその特徴をあげると次のことが分

か りました。

(飢 情報化作業の現状

SADが 担当している上位5項 目について見ると,

①ハー ド,ソ フ トの選定②社内システム利用方法の

指導③ コンピュ一一タ一般の指導④所属部門で必要 な

ハー ド,ソ フトの調達⑤社内システム障害の初期段

階での対応等 となってお り,一 般社員 と比較すると

SADの 担当業務は多少難易度が高いが,コ ンピュー

タリテラシの部分の域 を出ていないと言えます。

(城 これか らの情報化作業

SADに して欲 しい業務内容について見ると,① 業

務最適化のための情報システムの構築②業務最適化

のための情報処理技術を用いた改善案の立案があが

ってきているが,SADの 重要な業務 である⑪社内

システムに対するユーザ側意見の提言や⑫社内シス

テム開発時の情報部門への協力といった全社的シス

テム構築時の業務 がかな り下位 に位置づ け られてい

ます。

(2噺 情報化人材育成のためのモデル キャ リア

デ ィベ ロ ップ メン ト プ ログラムの策定

本調査 の一環 として キャ リアパ スの設定状況や実

施状 況等に関す るアンケー ト調査 を行 いま した。

以下,そ の概要 をご紹介 します。

(a).キ ャ リアパ スの現状 につ いて

情報処理 技術者 に対す るキャ リアパスの設定状況

の主 な ものについて見 ると,全 社的 に設定が9.2%,

情報 処理部 門内 で設定 が14.6%,特 にな しが71.0%

とな ってお り,キ ャ リアパスが実施 されて いる企業

が少ない ことが分か ります。

これを情報サー ビス業 とそれ以外 に分 けて見 ると,

キャ リアパ スが全社的 に設定 されてい る企業 は情報

サー ビス業が22.1%で あ るの に対 し,そ れ以外 は5.0

%と か な り低 い結果になっています。 これは,情 報

処理 の直接要員の割合 に よるもの と思われ ます。 そ

の理 由 としては,情 報処理部 門内での キャ リアパス

の有無 につ いて比較 す ると,情 報サー ビス業が18.0

%で あ るの に対 し,そ れ以外 が13.4%と その差がか

な りな くなっているこ とで も窺 え ます。

(b).キ ャ リアパ ス設定の実際について

この調査 では,情 報化人材類型に当てはめ,該 当

人材の直前のキャ リア と直後の キャ リア を集計(第

1位 のみ)し た ものです。

直前のパ スについて見 ると,シ ステム監査 お よび

システムアナ リス トの直前はプ ロジェ ク トマネー ジ

ャ,プ ロジェ ク トマネー ジャの直前 はアプ リケー シ

ョンエンジニア,ア プ リケー ションエ ンジニアの直

前はプ ロダ クションエ ンジニア,プ ロダ クシ ョンエ
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ンジニアおよびテ クニ カル スペ シャ リス トの直前は

システム運用管理エ ンジニ ア,シ ステム運用管理 エ

ンジニアの直前 はプ ロダ クシ ョンエ ンジニア とな っ

てい ます。

一方
,直 後 のパ スにつ いて見 る と,シ ステム監査

お よびプ ロジェク トマネー ジャの直後は システムア

ナ リス ト,シ ステムアナ リス トの直後 はシステム監

査,ア プ リケー シ ョンエ ンジニアおよびテ クニ カル

スペ シャ リス トの直後はプ ロジェ ク トマ ネー ジャ,

プロダ クシ ョンエ ンジニアお よび システム運用管理

エンジニアの直後はアプ リケー シ ョンエ ンジニ ア と

なってお り,直 前 と直後の キャ リアパ ス を比較す る

と大半 は同 じであるが,テ クニカルスペ シャ リス ト

とシステム運用管理 エ ンジニアの扱いに 多少 の相違

が窺 え ますが,全 体 的には 旧来か らあ るステ ップア

ップ を高度情報化人材類型に重ねあせ てい ることが

明確 に窺 え ます。

3.普 及啓蒙事業

(1)情報化人材育成学科認定制度の運用

情報処理専修学校は,こ れまでは主にいわゆるプ

ログラマの養成機関として大 きな役割を果 してきま

したが,近 年の情報化の進展に伴い,こ れからは,

より高度な技術者を育成する専門機関 としての役割

が期待されます。

このような状況から情報処理専修学校等における

情報処理教育の一層の振興に向けて,昨 年,「情報化

人材育成学科認定制度」が制定されました。(平 成6

年8月15日 官報により告示)。

本制度は,産 業構造審議会の提言に基づ く高度情

報化人材育成標準カ リキュラムに即 して作成された

情報処理教育機関カ リキュラムに沿って,将 来の高

度情報処理技術者の育成を目指 した効果的な教育を

実施 している専修学校その他の教育機関の学科 また

はコースを 「情報化人材育成学科」 として通商産業

大臣が認定 し,公 表するものです。

当研究所は当協会が,認 定 申請書の受付→認定基

準による審査→通商産業大臣への報告 までの一連の

事務 を行 う審査機関 として指定されたことに伴い,

昨年度,そ の第一回目の審査事務 を実施 しました。

審査経過およびその結果は以下のとおりです。

(1)申請書受付数

・1類(3年 制)…29校30学 科 又は コー ス

・II類A(2年 制)…97校101学 科 又は コー ス

1校 か ら複数 の学科又は コー スの申請 も可

(2)有効 申請書数

・1類(3年 制)…29校30学 科 又は コー ス

・II類A(2年 制)…93校97学 科又は コー ス

(3)審査 作業の結果,通 商産業大 臣に報告 した学科 は

コー ス数

・1類(3年 制)…9校9学 科又は コース

・II類A(2年 制)…34校35学 科 又は コース

(4)認定 され た学科(コ ース)数

・1類(3年 制)…9校9学 科 又は コー ス

・II類A(2年 制)…34校35学 科 又は コー ス

(2)高度情報化 人材育成 モデルテキス トの作成

高度情報化 人材育成標準カ リキュラムに準拠 した

以下 のモデルテキス トを作 成 し,そ の普及 を行 いま

した。

① 第二種 共通 テキス ト(14分 冊)

② 第一種共通 テキス ト(18分 冊)

③ シス テムア ドミニ ス トレー タテ キス ト

④ システムアナ リス トテキス ト

⑤ シス テム監査技術者 テキス ト(上)・(下)

⑥ プ ロジェク トマ ネー ジャテキス ト

⑦アプ リケー ションエンジニア テキス ト

⑧プ ロダクションエ ンジニ アテキス ト(上)・(下)

⑨ ネ ッ トワー クスペ シャ リス トテキス ト

⑩デー タベー ススペ シャ リス トテキス ト

⑪ システム運用管理 エ ンジニアテ キス ト

なお,現 在,以 下のテ キス トを作成 してい ます。

①教育エ ンジニアテ キス ト

②基本 システムスペ シャ リス トテ キス ト

③ ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トテキス ト

④ デベ ロップ メン トエ ンジニアテ キス ト

⑤ マ イコン応用 システムエ ンジニアテキス ト

⑥ 上級 システムア ドミニス トレー タテキス ト

●
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平成7年 度高度情報化人材育成研修開催予定
コ ー ス 名 日数 第1回 開催期間 第2回 開催期間 繍

システムアナ リス トコース
19 7.5.π ～7.7.13 8.1.17～8.3.14 423.000円

.

システム監査技術者 コース
14 7.吐22～7.&1

287,000円

155,000円

155,000円

.

i①システム監査総論
i②システム監査実践

7
7

7.∪22～7.7.14

7.τ17～7.8.1

プoジ ェク トマ ネー ジ ャコー ス
15 了.9.26～ 了.脆31 8.1.π ～8.215 305,000円

ロジェク トの計画立案

0ジ ェク トの品質管理
ロジェク トの組織 ・外注 ・費用 ・契約管理

ロジェク トの進捗管理

0ジ ェク トの完了評価

3

3

4
3

2

7,息26～7.息28

7.1α3～7,1α5

了.1α9～7.凡13

7.10.17～7.1α19

7.10.30～ 了.1α31

8.1.17～8.1.19

8.26～8.28

8.1.30～8.22

8.1.23～8.1.25

8.214～8.215

69,000円

69,000円

92,000円

69,000円

46,000円

アプ リケーシ ョンエンジニアコース 40 7.518～7.息14 7.10.26～8.a15 720,000円

プ0ダ クシ ョンエ ンジニアコース
18

356,000円

)プb　ラム作成
;テストと保守
①データ構造とアルゴリズム
ソフトウェア工学の最新技術動向

6

3

2
2

3

2

平成7年9月 ～
10月開催予定

(詳細は男1随ご案内申しあげます)

135,000円

69,000円

46.000円

46,000円

69,000円

妬,000円

ネ ッ トワー ク スペ シ ャ リス トコー ス
24 7.∪15～7.7.26 &21～8.a13 454,000円

①ネットワークに関する法制度と標準6踊信
同線と通信機器

　 ・.7一

竃蕊㌶ 竃鶯 陥
θ瓢 豹 ク罐撃甥講 師
(ξ琳 ットワーク7'キデクチャとトラフィヲク}支術

2

3
2

3

.5

4
2

3

7.仕15～7.616

7.∪19～7.6.21

7.仕26～7.仕27

了.&田 ～7.a30

了.τ3～7、 τ7

7.7.10～7.τ13

7.τ π ～7.7.18

7.7.24～ 了.τ26

8.21～8.22

&25～&2了

8.213～8.214

8.219～8.221

&226～8.a1

8.a4～&&7

&28～8.29

8.a11～&a13

46,000円

69.000円

46,000円

69,000円

115,000円

肱000円

46,000円

69,000円

デー タ ベー ス スペ シャ リス トコー ス
12 7.a22～7.息14 8.226～8.乱15 251,000円

一一タベー ス基礎理論
一一夕べース管理システム
一一タベースシステムの鰻計 と運用
一一タベース技術動 向

2

3

5
2

7.&22～7.&23

7.&田 ～ 了.&30

了.甑4～ 了.息8

7.甑13～7.息14

8.2頒 ～8.227

&228～&a1

8.a4～&a8

&314～8.a15

妬,000円

69,000円

115,000円

妬,000円

システム運用管 理エンジニアコース 18.5 了.65～ τ τ18 7.1α16～7.1t28 364,500円

)運用管理
∨知"rr・旬一
ノ貝堺 田考工
一
団『声問 ■～」

)システム保守とセキュリティ管理
油 脂管理とシステム評価
混 用システム・標準化 ・開発環境

⑦移行・運用テストとシステム移行

5
2

2
3

3
2

1.5

7.&5～7.∪9

τ 臼2～7.仕13

τ 航19～ τ&20

7.626～7.a28

7.τ10～7.τ12

7.7.3～7。7.4

7.τ1了 ～7.τ18

7.1α16～ τ10.20

7」 立23～7.1軌24

7.1030～7.1吐31

7.11.6～7.11.8

7.11.13～7.W.15

7.".20～ τ1t21

7」1.27～7.11.四

115,000円

妬,000円

46,000円

69,000円

69.000円

46,000円

34.500円

第耀 鰹 藪 露 騨釦一 61 了.τ5～ τ1α20 7.息11～7.1212 630,000円

① コンピュータ科学基礎
ピュ一夕アーキテクチャ

1議 ネ。ト。一ク
④湛 本ソフ トウェア

⑤データベース
⑥ソフ トウェア工学

⑦ ヒューマ ンインタフェース

⑧ コミュニケーション技法

謹聴 綴欝 長編

毯禦 、とシステム蛙
⑬マネジメントサイエンスと企業システム
⑭応用システム開発技術⑮

システム臓 法

3
2

3

4

3

3
3

5

4
2

3
3

4
10

9

7.τ5～7.τ7

7.τ10～ τ τ11

7.τ12～7.τ14

7.τ π ～7.τ ⑳

7.τ 頒 ～ τ τ頒

τ τ31～ τ&2

7.&14～ τ&16

7.'息18～ τ 息22

7.息11～7.田4

τ&10～7.&W

7.息4～7.息6

7.息2シ 》7.1吐 釦
`

τ 息11～7.息13

τ'田8～ τ 田9

7.息20～ τ 息22

τ 息25～7.9.田

7.孤2～7.亀4

τ1息W～ τ1α13

τ1立16～ 了.凡18

7.11.13～7.稲.打

τ11.6～L".9

τ1軌24～ τ1復 答

τ10.3Φ 》 τ11.2

7.1t笹 》 τ1212

τ11.20～7.126

69,000円

硲,000円

69.000円

舵,㎜ 円

69,000円

69,000円

69.000円

115,000円

9巳000円

葡.000円

田,000円

69,000円

舵,000円

215.㎜ 円

1鮪,ooo円

お問い合わせ:教務第=躁 ㎜3㈱6'7
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離 情報化耀 賊 麟 謝 農 融

通商産業省の産業構造審議会 情報産業部会 情報化人材対策小委員会は、一昨年の5月 、今後求められる新

情報化人材とその育成に向けた標準カリキュラムの作成、および情報処理技術者試験制度のあり方などに関
する提言を行いました。中央情報教育研究所ではこれに基づき、全17種からなる標準カリキュラムを作成、

引き続き、このカリキュラムに準拠したモデルテキストを作成しました。

【 標準カリキュラム 】 全1下巻/各3,8。0円.

(1)第 二種共通力舛ユ弘'☆

② 第一種共通加キュ弘 ☆

(3)シ ステム アナ リス ト育成塀 ユ弘

(4}シ ステム監査技 術者育成カリキュ弘

(5}プ ロジェク トマネー ジャ育成加キュ弘 ★

⑥ アプ リケ ー シ ョンエ ンジニア育成 塀 エ弘★

(7)プ ロダクシ ョンエ ンジニ ア育成力!Jlユ弘

(8)ネ ッ トワーク スペ シャ リス ト育成hiJiユ弘 ★

{9}デ ータベース スペ シャ リス ト育成hiJユ5A★

【モデルテキスト 】
川 第 二 種 共 通 テ キ ス ト シ リ ー ズ

① コン ピュータ とその利用

② コ ンピュータの仕組み

③ ソフ トウェアの基礎

④ アル ゴリズム とデー タ構造

⑤ システム開発の基礎

⑥ フ ァイル とデ ータベ ース

⑦ 通 信ネ ッ トワーク

② 第 一 種 共 通 テ キ ス ト シ リ ー ズ

① コンピュー タ科学基礎

② コンピュー タアーキ テクチ ャ

③ 通 信ネ ッ トワーク

④ 基本 ソフ トウ ェア

⑤ デー タベー ス

⑥ ソフ トウ ェア工学

⑦ ヒューマンイ ンタフ ェー ス

⑧ システム構 成技術

⑨ システムの運 用

③ 高 度 情 報 化 人 材 育 成 テ キ ス ト

① システムアナ リス トテキ ス ト

② システム監 査技術者 テキス ト〈上下巻 〉

(下巻 のみ▲)

③ プロ ジェク トマネー ジ ャテキス ト

④ アプ リケー シ ョンエ ンジニアテキス ト

tだし,☆ 印:4,800円/★ 印:2,800円

㈹ ソフ トウェア生産技術 スペ シャリス ト育成カリキュ弘

肋 基本 システム スペ シャリス ト育成桝 ユ弘 ★

㈹ システム運用管理 エ ンジニア育成加キュ弘

㈹ 教育 エ ンジニ ア育成 カリキュ弘

洞 デベ ロップメ ン トエ ンジニア育成加㌔弘

個 マ力 田泥ユータ応用システムエンジ:ア育 成カリ‡ユ弘

㈹ システムア ドミニス トレータ育成塀 ユ弘

肋 上級 システム ア ドミニス トレー タ育成別‡ユ弘 ★

〔全14巻/各1,980円 〕

⑧ 情報処理システム

⑨ 産業社会と情報化

⑩ 情報化の課題

⑪ 表現技法

⑫ 内部設計の基礎

⑬ プログラム設計

⑭ マイコン応用システム設計の基礎

〔全18巻/各2,280円 〕

⑩ 情報 セキュ リテ ィと システム監査

⑪ マネ ジメン トサ イエ ンスと企業 システム

⑫ マイクoコ ンピュータ応用 システム

⑬ コ ミュニケーシ ョン技法

⑭ 問題発 見 ・解 決技 法

⑮ 応用 システム開発技 術

⑯ 基本 システム開発 技術

⑰ システム評価技 法

⑱ マイクロコン ピュータ応用 システム 開発技術

〔8種10巻/各2,480円.た 胤.△ 印:1,880円/▲ 印:t680円 〕

⑤ プロダク ションエ ンジニ アテキス ト〈上下巻 〉

(上下 巻とも△).

⑥ ネ ッ トワークスペ シャ リス トテキス ト

⑦ データベー ススペ シャ リス トテキス ト

⑧ システム運 用管理エ ンジニアテキス ト

(4}そ の 他 の テ キ ス ト 〔各1.980円 〕

① システムア ドミニス トレータテキス ト

②COMET/CASL入 門

■テキストのお申込みくご予約〉は、下記にて受付けております(な るべく専用電話でお申込みください)。

受付専用電話
フ ァクシ ミリ

」
肩
一丁

繧
0

6
q

U

O

轟
n
Ψ

に
」

亨
I
l

食
U

ー

)

P
O

に
0

3

0◎

」
4

4

6
4
d

?
ば

(
(

3

00

n

》

0

☆ 書籍 の内容等 に関 するご質問 は、ftO3-3435-6500ま で。また、お申込みや書籍の送付等tg関 す るご質 問は、

rtO3-3435-TO94〈 受付専 用電話 と同 じ〉(い ずれ も中央情報教 育研究所)ま でお願 いいた します 。
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「シス テ ム監 査 の 理 論 と実践 」 発 刊!!

シ ス テ ム 監 査 学 会 編

㈱ll本 情報処 理開 発協会 発行

わが 国で 。。テ 。齢 が破 され る よう・ な・ て、・・年が継 しま した・ この間 の情 報 シ ステ ・の発展 は・Llを 賑 る もの があ?.

竺 灘 灘 諮 瓢 ご;蔑 蒜 霊 鑑 驚;謡 講 蕊1>らこの変化{二対応

、燃 ‡㌫ 繊 碧㌫㌶襟 ㌻笠懸 雰濃 碧雛肇竺綴㌶ 警ζ燃 ㍑ ぽ 露 ∫.

【内

第1部 総

第1章

第2章

第3章

第4章

　容

論
システム監査の意味と目的

システム監査と内部監査 ・外部監査

システム監査人の特定と条件

システム監査基準の意義と特徴

第2部 各

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

論

情報システムの変化とシステム監査

情報システムのインテグリティとシステム監査

情報システムの効率性 ・有効性とシステム監査

情報セキュリティとシステム監査

情報システムのリスクマネジメントとシステム監査

システム監査の報告

第3部 応用事例

応用事例1

応用事例2

応用事例3

応用事例4

ネットワークシステムの監査

戦略的情報システムにおけるシステム監査

戦略流通ネットワークにおけるシステム監査

効率性 ・有用性を重視 したシステム監査

お問合せ:

〒105東 京 都港 区 芝 公 園3-・5-8(機 械 振 興 会館 内)

財 団 法 人 日本情 報処 理 開発 協 会 調 査 部 普 及振 興 課

ttO3-3432-9384/FAXO3-3432-9389お 申込 み はFAXで!!

価 格:

一般2
,500円 会 員2,000円(消 費税 込 み,送 料 別)

(会員とは、瞭 轡 処灘 発紫 醐 会員をいい軌)

平成7年3月 発行

川PDECジ ャーナルN。 ・87
発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1995

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(3432)9384

本誌の記事 ・図表等のすべてないし一部を許可な く引用および複製す⑮ことを禁 じます。

※本誌送付宛先の変更等についてmuma簡 査部(OS・-3432-9S84)ま でご連絡下 さい・



'

平成7年 度情報処理技術インストラクタ研修コース開催予定

コ ー ス 名 コー ス番号 期 間 日 数 定 員 研 修 料 開催会場 コ ー ス 名 コース番号 期 間 日 数 定 員 研 修 料 開催会場

最
近
の

技
術
動
向
等
コ

!
ス

UNlXの 基 礎

ISAO1 95.08.07～95.08.09

3日 間 20名 ¥41,700

第

言蓋

力
工

z

潔

〒
ス

「プログラム設計能力」 と

その指導ポイソ ト

ー第二種共通 カリキュラム

準 拠一

ISJO1 95,〔B.07～95.08.09

3日 間 20名 ¥41,700ISJO2 95.12.20～95.12.22
ISAO2 95.12.25～95.12.27

ISJO3 %.03.20～%.03.22王SAO3 96.03.20～%.03.22

システム技術 の最近 の勤向1

～オープンシステム/ネ,}り一クシステムo揃～

IS801 95.07.27～95.07.28

2日 間 20名 ¥27,〔蜘

「マイコン応用 システム設計の

基礎的能力」とその指導ポイ
ソト

ー第二種共通カ リキュラム

準拠 一

ISKO1 95.07.25～ 鮪.07.26 2自 問 20名 ¥27,㎜
ISBO2 %.03.28～%.03.29

システム技術 の最近 の動向 ロ
～データベースの勤向～

ISCOl 95.07.24～95.07.26

3日 間 20名 ¥41,700

ISCO2 96.03.20～%.03.22
教

璽

;

;
育
成
カ
リ

t

2
関係

等

〒
ス

教育エンジニア～企画型業務～
一教育エンジニア育成

カリキ ュラム準拠 一

ISNO1 95.12.04～95.12.08

5日 間 20名 ¥69,500
シス テム技 術の 最近の動 向 回
～ マルチメデ ィアの動 向～

ISDO1 95.07.25

1日 間 20名 ¥13,～m ISNO2 %.02.19～%.02.23

ISOO2 96.(B.26

教育エンジニア
～インストラクシ ョン業務～

一教育エンジニア育成

カリキュラム準拠 一

ISPO1 95.07.24～95.07.28

5臼 間 20名 ¥69,500
ISPO2 95.08.28～95.09.01

第

二

種

共

通

カ

リ

キ

ュ

ラ

ム

関

係

コ

ー

ス

第二種共通カ リキ ュラム

共通知識の指導ポイ ソト

ー第二種共通 カリキ ュラム

準拠一

ISEO1 95.07」7～95.07.20

4日 間 20名 ¥55,600

※ISEO2 95.08.22～95.〔B.25
σ

ISPO3

坊開雇)
%.03.11～96.03.15

ISEO3 95.12.25～95.12.28
ISPO4 艶.03.18～96.03.22

ISEO4 96.OLO9～%.OL12

教 育 心 理 学 入 門

ISRO1 95.08.07～95.08.09

3日 間 20名 ¥41,70D
ISEO5 %.03.25～%、 α3.28

IS良02 95.12.20～95.12.22

「システム開発の基礎」と

その指導ポイソ ト
ー第二種共通カ リキュラム

準拠 一

ISFO1 95.07.19～95.07.21

3日 間 20名 ¥41,700

ISRO3 %.α3.25～96.03.27
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95.08.01～95.08.03
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ISSO1 95.07.04～95.07.06

3B間 20名 ¥41,700

IS'03 95.1225～95.12.27
ISSO2 95.08,α ～～95.〔B.04

ISFO4 %.03.19～96.α3.21 1内容を一統 より実践的に c蟄

ISSO3

坊 開催、
※

システムア ドミニス トレータ

育成の指導ポイン ト

ーシステムア ドミニス トレータ

育成 カリキ ュラム準拠一

C言 語ブ0グ ラ ミング入門と
その指導ポイソ ト

ー第二種共通カ リキュラム

準拠一

ISGO1 95.12.18～95.12.22

5B間 20名 ¥69,500

95.08.07-95.08.09

ISGO2 96.03.18～ ～る.α3.22 ISSO4 95.(B.16～95.08.18

ISSO5 95.12.20～95.12.22

ISHO1 95.07.17～95.07.21

5日 間 20名 ¥〔ヌ〕,500

σ

ISSO6
※

ISHO2 95.07.31～95.08.04 %.03.13～96.03.15
1日競 長 さらに充実

表 現技法 とその指 導ポ イソ ト

ー第二種共通 カリキ ュラム

準拠 一
'

(システムアドミニストレータ育成
カリキュラム準拠)

ISHO3 95.08.21～95.(B.25 ISSO7 96.03.27～%.03.29

ISHO4 95.12.18～95.12.22

(注1)研 修料には消費税が含 まれてお ります。

(注2)開 催会場 は※以外は全て中央情報教育研究所の教室 を予定 してお ります。

主3)研 修時間は、原則として9時30分 から16時30分 です。

主4)定 員は各回ごとの定員です。お申込みが多数の場合は、受講をご遠慮いただ く場合がございます。

主5)お 申込みが少ない場合 は、やむ をえず中止とさせていただ く場合 もございます。

主6)日 程等は、内容改善等の事 由により変更となる場合がござい ます。

研修コースに関 しま しての ご相談は、中央情報教育研究所教務第一線で承 っております。 ご遠慮な くご相談 ください。

Te103-3435-6田9FaxO3-3435略505お 問い合わせ、受付時間 は、月 ～金(祭 日を除 く)の9時30分 ～16時30分 です

'

ISHO5

(踊万開催)
※

96.03.04～%.(B.08
(

(

(

(

ISHO6

,

%.03、25～ ～め.α3.29

「内部設計の基礎 的能力」と

その指導ポイ ソト

ー第二種共通 カリキ ュラム

準拠一

ISIO1

・

(地方開催)

3日 間 20名 ¥41,700

※
95.07.26～95.07.28

ISIO2 95.08.16～95.08.18

ISIO3 95.12.25～95.12.27

ISIO4 96.〔〕3.26～96.03.28
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本 誌 は再 生紙 を使 用 して い ます 。


